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規則  
 

 

 甲府市中小企業振興融資条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和２年４月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３３号 

   甲府市中小企業振興融資条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市中小企業振興融資条例施行規則（昭和５５年３月規則第２１号）の一部を

次のように改正する。 

 第３条第１０号中「又は」を「、新型コロナ対策つなぎ資金（新型コロナウイル

ス感染症（新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令（令和２

年政令第１１号）第１条に規定するものをいう。）の感染拡大に伴い特に緊急を要

すると認められる運転資金をいう。）又は」に改める。 

別表第１中 

「                                     

 

 

                                   」 

「                                     

 

 

 

 

                                   」 

改める。 

普通資金（設

備資金）  

１，２５０万

円以内  

 ７年以内  ６月据置 

７８回元金均等償還 

 

を  

普通資金（設

備資金）  

１，２５０万

円以内  

 ７年以内  ６月据置 

７８回元金均等償還 

新型コロナ対

策つなぎ資金

（運転資金）  

５０万円以内  ２年以内  １２月据置 

１２回元金均等償還 

 

に  
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附則に次の１項を加える。 

５ 新型コロナ対策つなぎ資金の融資に係る規定は、令和２年４月２３日から同年 

５月２９日までの期間に当該資金の融資の申込みを行う者に限り、適用する。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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 甲府市宅地開発事業の基準に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに

公布する。 

  令和２年４月３０日 

  

  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

  

  

甲府市規則第３４号 

   甲府市宅地開発事業の基準に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市宅地開発事業の基準に関する条例施行規則（平成１３年５月規則第３０

号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１１号中「第２条第４項」を「第１３条第６項」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和２年６月２１日から施行する。 
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告示 
 

甲府市告示第１７８号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     業務委託 第３号 

（２）業務名称     市営林道維持管理業務委託 

（３）履行期間     契約締結日から令和３年３月３１日まで 

（４）履行場所     仕様書による 

（５）業務内容     仕様書による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件をすべて満た

す者 

（１）甲府市内に本店、本社又は営業所を有する者であること。 

（２）林道維持管理業務の受託実績を有する者又は平成２２年４月１日以降に本市

林道工事の受託実績を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（５）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要  

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指  

名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（６）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が
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なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。 

（８）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和２年４月１日（水）～令和２年４月１０日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和２年４月１０日（金）については、午後３時００分まで  

（２）配付場所 甲府市産業部産業総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５６８７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は伝送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報（その他・公募

型））から情報を入手する場合は、この限りでない。  

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和２年４月１日（水）～令和２年４月１０日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和２年４月１０日（金）については、午後３時００分まで  

イ 場所 甲府市産業部産業総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５６８７ 

４ 入札・開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和２年４月１７日（金） 午前１０時００分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎９階 会議室９－３ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／ 

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の 

１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  
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８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に国

（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契

約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を

履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。 

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第１７９号  

  

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１０条第１項の規定によって決定し

た令和２年度の固定資産の価格等について、同法第４１１条第１項の規定により、

固定資産課税台帳に登録した。  

 

令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 
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甲府市告示第１８０号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３６第１項の規定により、

次のとおり包括外部監査契約を締結した。 

 

令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 包括外部監査契約の期間の始期  

  令和２年４月１日 

２ 包括外部監査契約を締結した者に支払うべき監査に要する費用の額の算定方法  

  基本費用の額並びに執務費用及び実費の額の合算  

３ 包括外部監査契約を締結した者の氏名及び住所  

（１）氏 名  柴山 聡 

（２）住 所  甲府市上小河原町１１２４番地 

４ 包括外部監査契約を締結した者に支払うべき監査に要する費用の支払方法  

  監査の結果に関する報告の提出後の一括払い及び必要に応じて行う前金払い  
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甲府市告示第１８１号 

 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」と

いう。）第６条第１項の規定に基づき、一般廃棄物の処理実施計画を定めたので、

甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例（平成５年条例第２２

号。以下「条例」という。）第６条第２項の規定により別紙のとおり告示する。  

 

  令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 
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甲府市告示第１８２号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第１号 

（２）業務名称     公園便所清掃等業務委託 

（３）履行期間     契約締結日の翌日から令和３年３月３１日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件

をすべて満たす者 

（１）甲府市内に本店又は本社を有する者であること。 

（２）甲府市における物品供給入札参加資格の認定において、「清掃」で登録され 

  ている者であること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

しない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（５）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指

名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（６）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（８）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和２年４月１日（水）～令和２年４月１０日（金） 
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（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和２年４月１０日（金）については、午後３時００分まで  

（２）配付場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和２年４月１日（水）～令和２年４月１０日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和２年４月１０日（金）については、午後３時００分まで  

イ 場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和２年４月２３日（木） 午前９時３０分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－１ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／ 

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の

１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくす
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る契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、

契約を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第１８３号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和２年４月６日までに、引き取る旨の連絡を甲府市

健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市下向山町地内 

２ 犬又は猫の別：犬 

３ 種類：雑種 

４ 性別：メス 

５ 毛の色：黒 

６ その他の特徴：２ヵ月齢位、首輪なし 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  
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        甲府市告示第１８４号  

 

 予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第５条の規定により予防接種を実施する

ため、予防接種法施行令（昭和２３年政令第１９７号）第５条の規定により公告す

る。 

 

令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 実施内容 

期間：令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

種類 対象者 場所 

B型肝炎 生後１歳に至るまでの間にある者  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定期接種市

内指定医療

機関一覧

（別掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Hib（ヒブ） 
初回 生後２月から生後６０月に至

るまでの間にある者 追加 

小児の肺炎球菌 
初回 生後２月から生後６０月に至

るまでの間にある者 追加 

四種混合 

（DPT‐IPV） 

百日せき 

ジフテリア 

破傷風 

不活化ポリオ 

第１期初回 
生後３月から生後９０月に至

るまでの間にある者 

 第１期追加 

単独不活化ポリ

オ 

第１期初回 生後３月から生後９０月に至

るまでの間にある者 第１期追加 

BCG 生後１歳に至るまでの間にある者  

麻しん風しん混合 

（MR） 

麻しん単独 

風しん単独 

第１期 
生後１２月から生後２４月に

至るまでの間にある者 

第２期 
５歳以上７歳未満であって小

学校就学前の１年間にある者  

水痘 
生後１２月から生後３６月に至るまでの間

にある者 

日本脳炎 

第１期初回 
生後６月から生後９０月に至

るまでの間にある者 第１期追加 

日本脳炎 

 
第２期 ９歳以上１３歳未満の者 
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日本脳炎 

 

特例※１ 

平成７年４月２日から平成 

２１年１０月１日の間に生ま

れた者 

 

定期接種市

内指定医療

機関一覧

（別掲） 

二種混合（DT） 

ジフテリア 

破傷風 

第２期 １１歳以上１３歳未満の者  

子宮頸がん 

１２歳となる日の属する年度の初日から 

１６歳となる日の属する年度の末日までの

間にある女子 

高齢者肺炎球菌 

・令和２年度に６５歳、７０歳、７５歳、 

８０歳、８５歳、９０歳、９５歳及び１００

歳となる者 

・６０歳以上６５歳未満の者であって、心

臓、じん臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の

日常生活行動が極度に制限される程度の障

がいを有する者及びヒト免疫不全ウイルス

により、免疫の機能に日常生活がほとんど不

可能な程度の障がいを有する者（身体障害者

手帳１級相当） 

高齢者肺炎

球菌予防接

種市内指定

医療機関一

覧（別掲） 

風しん 第５期 

昭和３７年４月２日から昭和

５４年４月１日までの間に生

まれた男性 

市内の医療

機関等一覧

表（別掲） 

※１ 平成１７年５月３０日から平成２２年３月３１日にかけての積極的勧奨の

差し控えにより、日本脳炎の定期接種を受ける機会を逸した者への救済措置。 

２ 予防接種を受けることが適当でない者 

（１）明らかな発熱を呈している者  

（２）重篤な急性疾患にかかっていることが明らかな者  

（３）当該疾病に係る予防接種の接種液の成分によって、アナフィラキシーを呈し

たことが明らかな者 

（４）その他、予防接種を行うことが不適当な状態にある者  
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甲府市告示第１８５号 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２７条ただし書並びに地方公営

企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第２２条の２第１項、第２項及び第３

項の規定に基づき、甲府市簡易水道等事業の業務に係る公金の収納及び支払の事務

の一部を取り扱わせる出納取扱金融機関及び収納の事務の一部を取り扱わせる収納

取扱金融機関を次のとおり指定するため、告示する。 

 

  令和２年４月１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 出納取扱金融機関  株式会社 山梨中央銀行 

２ 収納取扱金融機関  株式会社 三井住友銀行 

株式会社 りそな銀行 

甲府信用金庫 

山梨信用金庫 

中央労働金庫 

山梨県民信用組合 

山梨県信用農業協同組合連合会 

笛吹農業協同組合 

山梨みらい農業協同組合 

            株式会社ゆうちょ銀行（口座振替に限る。）  

３ 指定年月日     令和２年４月１日 
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甲府市告示第１８６号 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定により、

次のとおり収納事務を委託したので、同条第２項の規定により告示する。  

 

 令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一  

 

１ 収納事務委託者の名称及び主たる事務所の所在地  

  レッドホースコーポレーション株式会社 

  東京都江東区豊洲三丁目２番２４号  

  豊洲フォレシア９階 

２ 収納事務を委託する歳入 

  寄附金歳入（インターネットを利用して納付するふるさと納税に係るものに限  

る。） 

３ 指定代理納付者に代理納付させる期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで  
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甲府市告示第１８７号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２第６項の規定により次の

とおり指定代理納付者を指定したので、甲府市財務規則（昭和６２年１月２０日規

則第１号）第５１条第５項の規定により告示する。  

 

  令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一  

 

１ 指定代理納付者の名称及び主たる事務所の所在地  

  ＫＤＤＩ株式会社 

  東京都千代田区飯田橋三丁目１０番１０号  

  ガーデンエアタワー 

２ 指定代理納付者に代理納付させる歳入 

  寄附金歳入（インターネットを利用して納付するふるさと納税に係るものに限   

る。） 

３ 指定代理納付者に代理納付させる期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで  
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甲府市告示第１８８号 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定により、

次のとおり収納事務を委託したので、同条第２項の規定により告示する。  

 

  令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一  

 

１ 収納事務委託者の名称及び主たる事務所の所在地  

  株式会社 さとふる 

  東京都中央区京橋二丁目２番１号  

２ 収納事務を委託する歳入 

  寄附金歳入（インターネットを利用して納付するふるさと納税に係るものに限   

る。） 

３ 収納事務を委託する期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで  
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甲府市告示第１８９号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２第６項の規定により次の

とおり指定代理納付者を指定したので、甲府市財務規則（昭和６２年１月２０日規

則第１号）第５１条第５項の規定により告示する。  

 

 令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一  

 

１ 指定代理納付者の名称及び主たる事務所の所在地  

  ＳＢペイメントサービス株式会社 

  東京都港区東新橋一丁目９番２号  

  汐留住友ビル２５階 

２ 指定代理納付者に代理納付させる歳入 

  寄附金歳入（インターネットを利用して納付するふるさと納税に係るものに限   

る。） 

３ 指定代理納付者に代理納付させる期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで  
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甲府市告示第１９０号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２第６項の規定により次の

とおり指定代理納付者を指定したので、甲府市財務規則（昭和６２年１月２０日規

則第１号）第５１条第５項の規定により告示する。  

 

 令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一  

 

１ 指定代理納付者の名称及び主たる事務所の所在地  

  ベリトランス株式会社 

  東京都渋谷区恵比寿南３－５－７  

  デジタルゲートビル５階 

２ 指定代理納付者に代理納付させる歳入 

  寄附金歳入（インターネットを利用して納付するふるさと納税に係るものに限   

る。） 

３ 指定代理納付者に代理納付させる期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで  
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甲府市告示第１９１号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２第６項の規定により次の

とおり指定代理納付者を指定したので、甲府市財務規則（昭和６２年１月２０日規

則第１号）第５１条第５項の規定により告示する。 

 

  令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋口 雄一  

 

１ 指定代理納付者の名称及び主たる事務所の所在地  

  山梨中銀ディーシーカード株式会社 

  甲府市武田二丁目９番４号 

  三菱ＵＦＪニコス株式会社 

  東京都文京区本郷三丁目３３番５号  

２ 指定代理納付者に代理納付させる歳入 

  寄附金歳入（インターネットを利用して納付するふるさと納税に係るもの   

に限る。） 

３ 指定代理納付者に代理納付させる期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 
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甲府市告示第１９２号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２第６項の規定により次の

とおり指定代理納付者を指定したので、甲府市財務規則（昭和６２年１月２０日規

則第１号）第５１条第５項の規定により告示する。  

 

 令和２年４月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一  

 

１ 指定代理納付者の名称及び主たる事務所の所在地  

  楽天株式会社 

  東京都世田谷区玉川一丁目１４番１号 

  楽天クリムゾンハウス 

２ 指定代理納付者に代理納付させる歳入 

  寄附金歳入（インターネットを利用して納付するふるさと納税に係るものに限  

る。） 

３ 指定代理納付者に代理納付させる期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで  
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甲府市告示第１９３号  

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の２第１項及び第１１５条の１

２第１項の規定に基づく指定地域密着型サービス事業所及び指定地域密着型介護予

防サービス事業者として次の者を指定したので、同法第７８条の１１の規定及び第

１１５条の２０の規定により公示する。 

 

令和２年４月２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９７０１０１７４５ 

２ 事業所の名称      愛の家デイサービス甲府増坪  

３ 事業所の所在地      甲府市増坪町３３８ 

４ 当該事業所の申請者      埼玉県さいたま市 

大宮区大成町１－２１２－３  

              メディカル・ケア・サービス株式会社  

          代表取締役 山 本 教 雄 

５ サービスの種類      認知症対応型通所介護 

             介護予防認知症対応型通所介護  

６ 指定年月日          令和２年４月１日 
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甲府市告示第１９４号  

 

介護保険法７０条第１項の規定に基づく指定居宅サービス事業者及び甲府市介護

予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱第３の規定に基づく

介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者として次の者を指定したので、同法第

７８条及び同要綱第１０の規定により公示する。 

 

令和２年４月２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９７０１０５３３２ 

２ 事業所の名称      デイサービスセンター郷 

３ 事業所の所在地      甲府市国母８丁目８－６ 

４ 当該事業所の申請者      甲府市国母８丁目８－６ 

              株式会社丸盛 

              代表取締役 清 水 憲 一 

５ サービスの種類      通所介護 

              介護予防・日常生活支援総合事業 

（介護予防通所介護相当サービス） 

６ 指定年月日          令和２年４月１日 
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                          甲府市告示第１９５号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定によ

り農用地利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。  

 なお、次のとおり閲覧に供する。  

 

  令和２年４月３日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 農用地利用集積計画の閲覧場所  

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 

   甲府市産業部農林振興室農政課 

２ 農用地利用集積計画の閲覧期間  

   告示の日から２週間 
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甲府市告示第１９６号   

 

 介護保険法第８２条第２項の規定に基づく指定居宅介護支援事業者として次の者

の廃止届を受理したので、同法第８５条の規定により公示する。 

 

令和２年４月３日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １９７０１０４１７８ 

２ 事業所の名称       ダイナ東居宅介護支援事業所 

３ 事業所の所在地      甲府市里吉２－６－２７ 

４ 当該事業所の申請者    有限会社 ダイナ 

代表取締役 佐 藤  隆 

５ サービスの種類      居宅介護支援 

６ 廃止年月日        令和２年３月３１日 
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甲府市告示第１９７号   

 

 介護保険法第８２条第２項の規定に基づく指定居宅介護支援事業者として次の者

の廃止届を受理したので、同法第８５条の規定により公示する。 

 

令和２年４月３日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １９７０１０３００６ 

２ 事業所の名称       ケアプラン鶴千亀万 

３ 事業所の所在地      甲府市岩窪町３４７番地１  

シャイン岩窪１０２号室 

４ 当該事業所の申請者    株式会社 甲斐の国たいせつ 

代表取締役 高 橋 克 己 

５ サービスの種類      居宅介護支援 

６ 廃止年月日        令和２年３月１０日 
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甲府市告示第１９８号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和２年４月７日までに、引き取る旨の連絡を甲府市

健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和２年４月３日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市下向山町地内 

２ 犬又は猫の別：犬 

３ 種類：雑種 

４ 性別：メス 

５ 毛の色：白 

６ その他の特徴：２ヵ月齢位、首輪なし 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  

 

 

- 32 -



甲府市告示第１９９号 

 

 甲府市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱第３の

規定に基づき指定介護予防通所介護相当サービス事業者として次の者を指定したの

で、同要綱第１０の規定により公示する。 

 

令和２年４月３日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １９７０８０１２６０ 

２ 事 業 所 の 名 称   フクエス昭和 

３ 事 業 所 の 所 在 地   中巨摩郡昭和町西条５２７８ 

４ 当該事業所の申請者      甲府市川田町３６７－１ 

              ドリームワークス有限会社 

代表取締役 河 野 恭 平 

５ サ ー ビ ス の 種 類   介護予防・日常生活支援総合事業 

（介護予防通所介護相当サービス） 

６ 指 定 年 月 日      令和２年４月１日 
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                          甲府市告示第２００号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和２年４月６日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市向町字整理地６０８番１ 

   以上１筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市和戸町９２０番地 ２－４０５号 

   竜 澤  泉 
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甲府市告示第２０１号 

 

別紙の者は、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第１２条第１

項の規定に基づき、住民票を消除したので、同条第４項の規定により公示する。 

 

  令和２年４月７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 
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甲府市告示第２０２号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づ  

き、地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の

規定により、次のとおり告示する。  

 

令和２年４月９日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   三葉自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
平 賀 栄 嗣 渡 辺 真 太 郎 

代表者 

住 所 
甲府市富士見１丁目２０番１３号  甲府市湯村１丁目４番３号  

３ 変更年月日  令和２年３月２２日 
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甲府市告示第２０３号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づ  

き、地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の

規定により、次のとおり告示する。  

 

令和２年４月９日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   小松町自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
青 木 明 雄 末 木 榊 

代表者 

住 所 
甲府市小松町４９２番地１ 甲府市小松町３８５番地 

３ 変更年月日  令和２年３月２０日 
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甲府市告示第２０４号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づ  

き、地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の

規定により、次のとおり告示する。  

 

令和２年４月９日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   中町自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
斉 藤 忠 男 小 林 哲 郎 

代表者 

住 所 
甲府市中町２９５番地２ 甲府市中町１４８番地 

３ 変更年月日  令和２年３月２０日 
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甲府市告示第２０５号  

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により､次のとおり  

道路の区域を決定する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和２年４月２３日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和２年４月９日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １６２８ 

３ 路線名    岩窪町中線 

４ 道路の区域 

区 間 幅 員 

(メートル) 

延 長 

(メートル) 

備 考 

甲府市岩窪町３５９番７地先から 

甲府市岩窪町４９７６番１地先まで 

５．０ｍ～ 

１０．５ｍ 

３５０．８ｍ  
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甲府市告示第２０６号  

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により､次のとおり  

道路の供用を開始する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和２年４月２３日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和２年４月９日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名 区   間 延 長 

(メートル) 

供用開始の 

年月日 

市 道 岩窪町中線 甲府市岩窪町 

３５９番７地先から 

甲府市岩窪町 

４９７６番１地先まで 

３５０．８ 令和２年 

４月９日 

 

 

 

 

 

- 40 -



甲府市告示第２０７号  

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により､次のとおり  

道路の供用を開始する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和２年４月２３日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和２年４月９日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名 区   間 延 長 

(メートル) 

供用開始の 

年月日 

市 道 出張所前通り線 甲府市宮原町 

１３３３番１地先から 

甲府市宮原町 

１３３２番１地先から 

５２．８ 令和２年 

４月９日 
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甲府市告示第２０８号  

 

 次の国民健康保険料に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵

送したが返送されたので調査を行ったが、なお不明のため国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和２年４月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名         平成３０年度甲府市国民健康保険料納入通知書 

              兼更正通知書 

平成３１年度甲府市国民健康保険料納入通知書 

              兼更正通知書 

２ 送達を受けるべき者   別紙のとおり 

３ 保管場所        甲府市市民部市民総室国民健康保険課  
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甲府市告示第２０９号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づ  

き、地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の

規定により、次のとおり告示する。  

 

令和２年４月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   西下条自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
菊 島 建 花 田 尚 則 

代表者 

住 所 
甲府市西下条町７８８番地 甲府市西下条町６３３番地１ 

３ 変更年月日  令和２年３月２１日 
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甲府市告示第２１０号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び第５４条の２の規定

に基づき、次のとおり生活保護法等指定介護機関廃止届書を受理したので、同法第

５５条の３の規定により公示する。 

 

令和２年４月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定介護機関廃止届書 

２ 事業所番号、事業所の名称、事業所の所在地、開設者、代表者、廃止年月日  

                              別紙のとおり 

 

- 44 -



甲府市告示第２１１号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び第５４条の２の規定

に基づき、次のとおり生活保護法等指定介護機関休止届書を受理したので、同法第

５５条の３の規定により公示する。 

 

令和２年４月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定介護機関休止届書 

２ 事業所番号、事業所の名称、事業所の所在地、開設者、代表者、休止年月日  

                              別紙のとおり 
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甲府市告示第２１２号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び第５４条の２の規定

に基づき、次のとおり生活保護法等指定介護機関変更届書を受理したので、同法第

５５条の３の規定により公示する。 

 

令和２年４月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定介護機関変更届書 

２ 事業所番号、事業所の名称、事業所の所在地、開設者、代表者、管理者、変更

事項、変更年月日 

                               別紙のとおり 
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甲府市告示第２１３号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定に基づき、次のと

おり生活保護法等指定医療機関廃止届書を受理したので、同法第５５条の３の規定

により公示する。 

 

令和２年４月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定医療機関廃止届書 

２ 医療機関番号、医療機関の名称、医療機関の所在地、開設者、代表者、廃止年 

月日 

                              別紙のとおり 
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甲府市告示第２１４号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定に基づき、次のと

おり生活保護法等指定医療機関変更届書を受理したので、同法第５５条の３の規定

により公示する。 

 

令和２年４月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定医療機関変更届書 

２ 医療機関番号、医療機関の名称、医療機関の所在地、開設者、代表者、管理者、

変更事項、変更年月日 

                               別紙のとおり 
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甲府市告示第２１５号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び第８４条の２の規定に基

づき、指定医療機関として次の者を指定したので、同法第５５条の３の規定により

公示する。 

 

令和２年４月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名 称    暮らしの保健室 こうふ薬局 

２ 所 在 地    甲府市朝日３－１１－２８ 

３ 開 設 者    株式会社クロスリアルティコンサルタンツ  

 代表者取締役 後藤貴仁 

４ 指定の期間    令和２年３月１日から令和８年２月２８日 

５ 指 定 番 号    生薬甲 １-２３ 
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甲府市告示第２１６号  

 

 次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい  

つでも交付する。 

 

  令和２年４月１３日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名       令和２年度 固定資産税・都市計画税 納税通知書 

２ 送達を受けるべき者 別紙のとおり 

３ 保管場所      甲府市市民部課税管理室資産税課 
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甲府市告示第２１７号 

 

土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第６条第１項の規定により、特定有

害物質によって汚染されており、当該汚染による人の健康に係る被害を防止するた

め当該汚染の除去、当該汚染の拡散の防止その他の措置を講ずることが必要な区域

を次のとおり指定する。 

 

令和２年４月１４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 指定する区域 

   甲府市宮原町字西条下河原１００７番の一部 

２ 土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号）第３１条第１項の基

準に適合していない特定有害物質の種類  

   ふっ素及びその化合物 

３ 指定する区域において講ずべき指示措置  

   地下水の水質の測定 
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甲府市告示第２１８号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づ  

き、地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の

規定により、次のとおり告示する。  

 

令和２年４月１４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   塩部第三自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
大 久 保 洋 一 長 田 良 一 

代表者 

住 所 
甲府市大和町３番１３号 甲府市塩部三丁目１６番１３号  

３ 変更年月日  令和２年３月２２日 
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甲府市告示第２１９号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づ  

き、地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の

規定により、次のとおり告示する。  

 

令和２年４月１４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   北大路自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
渡 邊 雅 雄 藤 原 正 貴 

代表者 

住 所 
甲府市湯田１丁目１４番２号 甲府市湯田１丁目１２番８号 

３ 変更年月日  令和２年３月１４日 
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甲府市告示第２２０号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和２年４月１７日までに、引き取る旨の連絡を甲府

市健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和２年４月１４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市宝一丁目地内 

２ 犬又は猫の別：犬 

３ 種類：雑種 

４ 性別：オス 

５ 毛の色：白 

６ その他の特徴：５～６ヵ月齢位、迷彩柄で布製の首輪（青いワイヤー付き）、

人馴れしている 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  
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                                           甲府市告示第２２１号  

 

 公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公告について、次のとおり参加申込書

及び企画提案書の提出を招請する。  

 

令和２年４月１５日 

                   

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 業務名 

    甲府市高齢者支援計画及び障がい者福祉計画策定支援業務 

２ 業務概要 

  本業務は、令和２年３月に策定した本市の保健福祉に係る施策の総合的な計画 

である「第４次健やかいきいき甲府プラン」に包含される５分野の個別計画のう

ち「高齢者支援計画」及び「障がい者福祉計画」の計画期間が、令和２年度で終

了することから、令和３年度を初年度とする次期計画を策定するものである。 

３ 履行期間 

履行期間は、契約締結日から令和３年３月３１日（水）までとする。 

４ 参加資格要件 

このプロポーザルに参加できる者は、次の各号に掲げる要件を全て満たしてい

る者とする。 

（１）税の滞納がない者であること。（所轄市区町村の法人住民税の未納がな

い者。個人事業主にあっては、個人住民税の未納がない者。） 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定の

いずれにも該当していない者であること。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は

法人であって その役員が暴力団員でないこと。 

（４）告示日以降に、国及び地方公共団体から指名停止措置を受けていないこ

と。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）に基づき更生手続き開始又は民事再生手続き開始の申立

てがなされている者でないこと。 

５ 手続等 

（１）公募型プロポーザル実施要項、選考方法、仕様書、各種様式等を本市ホ

ームページにて公表するので、適宜ダウンロードすること。 

（２）参加申込書等の提出方法、提出期間及び提出先については、公募型プロ

ポーザル実施要項を参照すること。 

６ 連絡先 

甲府市 福祉保健部 福祉保健総室 総務課 

〒400-8585 山梨県甲府市丸の内一丁目１８番１号 
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ＴＥＬ  ０５５－２３７－５３８８ 

ＦＡＸ  ０５５－２２８－４８８９ 

電子メール hukusissm@city.kofu.lg.jp 
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甲府市告示第２２２号  

 

 次の国民健康保険被保険者証は、回収できないため、甲府市国民健康保険条例施

行規則（昭和３５年１１月規則第５２号）第１３条の規定により無効である旨を告

示する。 

 

  令和２年４月１５日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名    国民健康保険被保険者証 

２ 世帯主住所、被保険者氏名及び記号番号    別紙のとおり 
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甲府市告示第２２３号 

 

公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の公告について、次のとおり参加表

明書及び企画提案書の提出を招請する。 

 

令和２年４月１６日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 業務名 

  戸籍総合システム更新等業務 

２ 業務概要 

  本市では、戸籍総合システムを導入することにより、これまで戸籍や附票など

を一元管理し安全性や安定性を向上させ、事務の効率化及び市民サービスの向上

を図ってきた。 

現在の戸籍総合システムについては、現行の運用保守に関する履行期間が令和

２年１２月３１日をもって満了することから、戸籍総合システムの更新を行う。

更新にあたっては、より質の高い市民サービスの提供を継続的に実現するため、

事業者のノウハウや経験を生かした豊富な技術を活用することができる事業者を

得るため公募型プロポーザルを実施する。 

３ 履行期間 

  契約締結日から令和７年１２月３１日まで 

４ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たしている者と

する。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のいず

れにも該当していないこと。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき、更生手続き開始の申立

てがなされている者でないこと。  

（３）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、再生手続き開始の申立

てがなされている者でないこと。  

（４）本市の指名停止を受けている者でないこと。  

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人で

あってその役員が暴力団員でないこと。  

（６）税を滞納していないこと。 

（７）本業務に類似する十分な実績及び能力を有していること。  

５ 手続等 

（１）戸籍総合システム更新等業務公募型プロポーザル実施要領（以下「公募型プ

ロポーザル実施要領」という。）、仕様書及び各種様式等は甲府市ホームペ

ージにて公表するので、適宜ダウンロードすること。 
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（２）参加表明書等の提出方法、提出期限及び提出先については公募型プロポーザ

ル実施要領を参照すること。 

６ 事務局 

甲府市役所 市民部 市民総室 市民課 

山梨県甲府市丸の内１－１８－１ 

ＴＥＬ  ０５５－２３７－５３４９ 
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甲府市告示第２２４号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により､次のとおり道

路の区域を変更する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課におい

て、この告示の日から令和２年５月１日まで一般の縦覧に供する。  

 

  令和２年４月１７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   ４６０ 

３ 路線名    下飯田敷島線 

４ 道路の区域 

旧新

の別 
区間 

幅員 

（メートル） 

延長 

（メートル） 

旧 
甲府市下飯田４丁目１４３５地先から 

甲府市池田３丁目１０７番１地先まで 

３．０～ 

  ９．０ 
２０９２．１ 

新 
甲府市下飯田４丁目１４３５地先から 

甲府市池田３丁目１０７番１地先まで 

３.０～ 

  １７．２ 
２０９２．１ 
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甲府市告示第２２５号  

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により､次のとおり  

道路の供用を開始する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和２年５月１日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和２年４月１７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名 区   間 延 長 

(メートル) 

供用開始の 

年月日 

市 道 下飯田敷島線 甲府市下飯田４丁目 

１４３５地先から 

甲府市池田３丁目 

１０７番１地先まで 

２０９２．１ 令和２年 

４月２０日 

 

 

 

 

 

- 61 -



                          甲府市告示第２２６号 

 

介護保険法第７８条の５第２項の規定による指定地域密着型サービス事業者とし

て次の者の廃止届を受理したので、同法第７８条の１１の規定により公示する。 

 

  令和２年４月１７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １３７１００３３１８ 

２ 事業所の名称       リハビリデイサービス nagomi 目黒中央町店 

３ 事業所の所在地      東京都目黒区中央町１－１９－１４ 

               Medith 学芸大学１階 

４ 当該事業所の申請者    株式会社 ｎＣＳ 

              代表取締役 小 川 義 行 

５ サービスの種類      地域密着型通所介護 

６ 廃止年月日        令和２年２月２９日 
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                          甲府市告示第２２７号 

 

 次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した  

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  令和２年４月１７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        配当計算書 市民発第２７２８７号 

             充当通知書 市民発第２７２８８号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室滞納整理課 
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                         甲府市告示第２２８号  

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和２年４月１７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        墓地使用料督促状 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室収納課  
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甲府市告示第２２９号 

 

甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１６条第１項の規定に基づき、次の犬

を捕獲、抑留したため、同条第２項に規定により告示する。 

この犬の所有者は、令和２年４月２１日までに、引き取る旨の連絡を甲府市健康

支援センターにすること。 

 

  令和２年４月１７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 捕獲場所：甲府市下向山地内 

２ 種類：雑種 

３ 性別：オス 

４ 毛の色：黒 

５ その他の特徴：２～３ヵ月齢位、首輪なし 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  
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                          甲府市告示第２３０号  

 

 次の差押にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した  

ところ返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、国税徴収法（昭和３４年  

４月２０日法律第１４７号）第５４条の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  令和２年４月２０日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        配当計算書 福発第２５４号 

             充当通知書 福発第２５５号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉保健部福祉支援室介護保険課 
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甲府市告示第２３１号 

 

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公告について、次のとおり参加申請書 

の提出を招請する。 

 

令和２年４月２０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 公募対象業務 

（１）契約番号      （業務委託）第１６０号 

（２）業務名称      令和２年度人権啓発に関するパネル展等業務委託  

（３）履行期間      契約締結日から令和３年３月３１日まで 

（４）履行場所      仕様書による 

（５）業務内容      仕様書による 

（６）予定価格      公表しない 

（７）最低制限価格    設けない 

２ 公募参加資格 

次の条件をすべて満たす者 

（１）甲府市内に事務所等を設置し、長年にわたり人権啓発活動を実施している

法人又は団体であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該

当していない者であること。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でな

いこと。また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（４）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市建設工事等請負契約に係る

指名停止等措置要綱」に基づく指名停止を受けている日が含まれている者

でないこと。 

（５）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこ  

と。また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日か

ら２年を経過していること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の

申立がなされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受け

た後、競争入札参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。 

（７）市税等の滞納がない者であること。 

３ 参加申請書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和２年４月２０日（月）～令和２年４月２８日（火） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前８時３０分～午後５時 
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（２）配付場所 甲府市市民部市民協働室人権男女参画課  

甲府市丸の内１丁目１８番１号（甲府市役所本庁舎４階）  

電話０５５－２３７－５１２０ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホ

ームページ（事業者向け情報 その他・公募型／入札情報）

から情報を入手する場合は、この限りでない。  

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和２年４月２０日（月）～令和２年４月２８日（火） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前８時３０分～午後５時 

イ 場所 甲府市市民部市民協働室人権男女参画課  

甲府市丸の内１丁目１８番１号（甲府市役所本庁舎４階）  

電話０５５－２３７－５１２０ 

４ 参加申請の手続き等 

その他参加申請に関する手続きや審査等に関する内容は、「令和２年度人権

啓発に関するパネル展等業務委託に関する公募要領」を参照すること。  
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甲府市告示第２３２号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３６条第２項の規定に基づき次の犬、猫等の

収容を行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１７条の規定により

告示する。 

この犬、猫等の所有者は、令和２年４月２７日までに、引き取る旨の連絡を甲府

市健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬、猫等は

処分する。 

 

  令和２年４月２０日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 収容場所：甲府市岩窪町内 

２ 動物種：猫 

３ 種類：雑種 

４ 性別： オス 

５ 毛の色：黒  

６ その他の特徴：成猫、首輪なし 

  

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  
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甲府市告示第２３３号 

 

公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の公告について、次のとおり参加申

込書及び企画提案書の提出を招請します。 

 

令和２年４月２０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 業務名 

  甲府市統合型 GIS 更新・運用業務 

２ 業務概要 

（１）統合型 GIS の更新業務 

  （２）統合型 GIS の運用業務 

３ 履行期間 

  （１）更新業務  契約締結日から令和３年１月３１日まで  

（２）運用業務  令和３年２月１日から令和８年１月３１日まで 

４ 参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、以下の全ての条件を満たす者とする。 

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定

のいずれにも該当していないこと。 

（２） 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）ま

たは、法人であってその役員が暴力団員でないこと。 

（３） 本市の指名停止を受けている者でないこと。 

（４） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき、更生手続き開始

の申立てがなされている者でないこと。 

（５） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の

申立てがなされている者でないこと。 

（６） 租税を完納していること。 

（７） 過去５年以内に国、地方公共団体において、本業務に類似した業務の

実績を有していること。 

（８） 本業務を遂行するために必要とされる資格・業務経験を有し、統合型

GIS 構築業務等に精通した者を従事させることができること。 

５ 企画提案書等の提出期限並びに提出場所 

  実施要領参照 

６ 主催及び事務局 

  主催者 甲府市 

事務局 甲府市役所 総務部 行政管理室 情報政策課 

山梨県甲府市丸の内１－１８－１ 

電話  ０５５－２３７－５２１４ 
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メール  jkanri@city.kofu.lg.jp 
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                          甲府市告示第２３４号  

 

 地方自治法第２１９条第２項の規定により、令和２年度補正予算について専決処

分したので、別紙のとおり公表する。  

 

  令和２年４月２１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 令和２年度甲府市一般会計補正予算（第１号） 
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                          甲府市告示第２３５号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和２年４月２２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市上曽根町字姫宮４４９２番１及び４４９３番１ 

以上２筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市上曽根町３１４３番地１  

   株式会社降矢商店 

   代表取締役 降 矢 達 雄 
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                          甲府市告示第２３６号  

 

 次の差押にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した  

ところ返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、国税徴収法（昭和３４年  

４月２０日法律第１４７号）第５４条の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  令和２年４月２２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書謄本 福発第１６３号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉保健部福祉支援室介護保険課 

- 74 -



甲府市告示第２３７号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づ  

き、地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の

規定により、次のとおり告示する。  

 

令和２年４月２２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   上石田三丁目自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
塩 野 芳 和 長 瀬 博 生 

代表者 

住 所 
甲府市上石田三丁目１２番５号  甲府市上石田三丁目１番３１号  

３ 変更年月日  令和２年４月１日 
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甲府市告示第２３８号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づ  

き、地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の

規定により、次のとおり告示する。  

 

令和２年４月２２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   徳行南部自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
水 落 宏 矢 澤 詳 路 

代表者 

住 所 
甲府市徳行三丁目５番６号 甲府市徳行四丁目１番３号 

３ 変更年月日  令和２年３月２９日 
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                          甲府市告示第２３９号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

                                      

  令和２年４月２３日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

甲府市上今井町字高条６４９番２、６４９番３、６５１番、６５１番２、 

６５１番３、６５１番４、６５２番１及び６５４番３ 

以上８筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市上今井町２５０１番地 

   市 村 省 吾 
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                          甲府市告示第２４０号 

 

 次の介護保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵  

送したが返送されたので調査を行ったが、なお不明のため介護保険法（平成９年法 

律第１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６  

号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい  

つでも交付する。 

 

  令和２年４月２４日 

 

                甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名      甲府市介護保険料 更正通知書兼特別徴収中止通知書  

２ 発送日      令和２年４月１０日 

３ 項 目      平成３１年度介護保険料更正通知書兼特別徴収中止通知書  

４ 送達を受けるべき者 （省略） 

５ 保管場所     甲府市役所福祉保健部福祉支援室介護保険課 
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                          甲府市告示第２４１号  

 

令和２年５月１日午後１時、次の付議すべき事件について甲府市議会臨時会を 

甲府市丸の内一丁目１８番１号甲府市議会議場に招集する。 

 

  令和２年４年２７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

付議事件 

 １ 専決処分について（和解及び損害賠償の額の決定について） 

 ２ 専決処分について（令和元年度甲府市一般会計補正予算（第７号）） 

 ３ 専決処分について（甲府市市税条例等の一部を改正する条例制定について） 

 ４ 専決処分について（令和２年度甲府市一般会計補正予算（第１号）） 

５ 令和２年度甲府市一般会計補正予算（第２号）  

 ６ 令和２年度甲府市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）  

 ７ 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例  

制定について 

 ８ 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例制定に 

ついて 

 ９ 甲府市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について  

 10 令和２年度甲府市一般会計補正予算（第３号） 

  

  

- 79 -



甲府市告示第２４２号 

 

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公告について、次のとおり参加申込書

及び企画提案書の提出を招請する。  

 

令和２年４月２７日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 業務名 

（１）令和２年度甲府市生活困窮者自立支援事業業務 

（自立相談支援事業訪問支援） 

（２）令和２年度甲府市生活困窮者自立支援事業業務  

（一時生活支援事業） 

 

２ 業務概要 

平成２７年度に施行された生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５  

号）では、自立相談支援事業及び住居確保給付金の必須事業とあわせ、地域の実

情によりサービスを提供する任意事業により、生活困窮者を多面的に支援するこ

ととされ、生活困窮者の多様なニーズをいち早く把握し、それに対応する緊急的

な支援を行う必要があるとしている。 

本市では、必須事業である自立相談支援事業及び住居確保給付金支給事業に加

え、平成２８年度より生活困窮の早期発見・早期支援に努め、緊急的な自立支援

を行う必要があるため、自立相談支援事業内に訪問して支援を行う訪問支援事業

と、任意事業である一時生活支援事業を、業務委託にて実施している。 

令和２年度においても本業務を行うが、受託者選定にあっては、豊富な経験と

独自のノウハウを持つ事業者から広く企画提案を募集する中で選定することが有

効であることから、公募型プロポーザル方式にて実施する。                      

３ 委託期間 

  令和２年６月１日から令和３年３月３１日とする。 

４ 参加資格 

  次の要件全てに該当する団体とする。 

（１）生活困窮者自立支援に類する取組実績があること。  

（２）市内に事務所を有すること。または、市内を活動エリアとすること。  

（３）市内で自主的に活動している営利を目的としない法人格を有する民間の団

体であること。 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該

当しないこと。 

（５）法人の構成員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。  

（６）政治団体（政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条に規定す
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るもの）に該当しないこと。 

（７）宗教団体（宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条の規定による

もの）に該当しないこと。 

５ 手続等 

（１）令和２年度 甲府市生活困窮者自立支援事業業務委託事業者募集要項 

（以下「募集要項」という。）等の配布 

募集要項、仕様書及び各種様式等は、甲府市ホームページにて公表するの

で、適宜ダウンロードすること。  

（２）参加申込書等の提出方法、提出期限及び提出先については、募集要項を参

照すること。  

６ 連絡先 

  甲府市 福祉保健部 福祉支援室 生活福祉課 生活支援係 

  〒４００－８５８５ 甲府市丸の内１丁目１８番１号 

  ＴＥＬ：０５５－２３７－５７４２ 

  ＦＡＸ：０５５－２２８－４８８９  

   

 

- 81 -



                          甲府市告示第２４３号  

 

次の後期高齢者医療保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所

（居所）に郵送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため高齢者の医

療の確保に関する法律（昭和５７年８月１７日法律第８０号）第１１２条において

準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により公示す

る。 

なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは

いつでも交付する。 

 

  令和２年４月２７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        後期高齢者医療保険料 督促状 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室収納課 
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                          甲府市告示第２４４号  

 

次の後期高齢者医療保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所

（居所）に郵送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため高齢者の医

療の確保に関する法律（昭和５７年８月１７日法律第８０号）第１１２条において

準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により公示す

る。 

なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは

いつでも交付する。 

 

  令和２年４月２７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        後期高齢者医療保険料 過誤納金還付・充当通知書 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室収納課 
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甲府市告示第２４５号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づ  

き、地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の

規定により、次のとおり告示する。  

 

令和２年４月２７日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   新田町自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
辰 巳 義 正 天 野 茂 次 

代表者 

住 所 
甲府市新田町７番４号 甲府市新田町１８番１５号 

３ 変更年月日  令和２年４月２２日 
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                          甲府市告示第２４６号  

 

 地方自治法第２１９条第２項の規定により、令和元年度補正予算について専決処 

分したので、別紙のとおり公表する。  

 

  令和２年４月２７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 令和元年度甲府市一般会計補正予算（第７号） 
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                         甲府市告示第２４７号  

 

次の住宅使用料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵

送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和２年４月３０日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        住宅使用料督促状 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室収納課  
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甲府市告示第２４８号  

 

 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５第１項に規定する

指定障害児通所支援事業者から次のとおり事業の廃止の届出があったので、同法第

５１条第２号の規定により公示する。 

 

令和２年４月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     公益財団法人 山梨ＹＭＣＡ 

２ 事業者の所在地  甲府市中央五丁目４番１１号 

３ 事業所名     山梨 YMCA 南西ぽかぽか教室＆きらきら教室 

４ 事業所の所在地  甲府市下石田二丁目２番１０号 

５ 事業の種類    児童発達支援 

６ 指定事業所番号  １９５０１０２３７４ 

７ 廃止年月日    令和２年４月３０日 
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甲府市告示第２４９号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者として次の者

を指定したので、同法第５１条第１号の規定により公示する。 

 

令和２年４月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     株式会社ラ・クーラ 

２ 事業者の所在地  甲府市上阿原町１２６番地１０ 

３ 事業所名     マヴィ.ホームヘルプサービス 

４ 事業所の所在地  甲府市上阿原町１２６番地１０ 

５ 事業の種類    居宅介護、重度訪問介護 

６ 主たる対象者   特定なし 

７ 指定事業所番号  １９１０１０２６９６ 

８ 指定年月日    令和２年５月１日 
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甲府市告示第２５０号  

 

 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項に規定する指

定障害児通所支援事業者として次の者を指定したので、同法第２１条の５の２５第

１号の規定により公示する。 

 

令和２年４月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     特定非営利活動法人キッズステーション  

２ 事業者の所在地  山梨県北杜市須玉町藤田４４１番地２ 

３ 事業所名     ワークステーション 

４ 事業所の所在地  甲府市屋形三丁目５番４号 

５ 事業の種類    放課後等デイサービス 

６ 指定事業所番号  １９５０１０２７０５ 

７ 指定年月日    令和２年５月１日 
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甲府市告示第２５１号  

 

 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項に規定する指

定障害児通所支援事業者として次の者を指定したので、同法第２１条の５の２５第

１号の規定により公示する。 

 

令和２年４月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     株式会社 あやめ 

２ 事業者の所在地  長野県諏訪市中洲４４０１番地７  

３ 事業所名     こどもプラス国玉 

４ 事業所の所在地  甲府市国玉町９７６番地２ 

５ 事業の種類    放課後等デイサービス 

６ 指定事業所番号  １９５０１０２７１３ 

７ 指定年月日    令和２年５月１日 
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甲府市告示第２５２号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づ  

き、地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の

規定により、次のとおり告示する。  

 

令和２年４月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   中村町自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
小 松 道 弘 丸 茂 千 賀 子 

代表者 

住 所 
甲府市中村町９番７号 甲府市中村町１１番１８号 

３ 変更年月日  令和２年４月１１日 
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甲府市告示第２５３号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づ  

き、地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の

規定により、次のとおり告示する。  

 

令和２年４月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   下積翠寺町自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
山 本 浩 保 坂 正 明 

代表者 

住 所 
甲府市下積翠寺町７９７番地 甲府市下積翠寺町１３７番地 

３ 変更年月日  令和２年４月１４日 
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甲府市告示第２５４号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づ  

き、地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の

規定により、次のとおり告示する。  

 

令和２年４月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   上石田四丁目南進自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
山 田 康 子 吉 澤 一 家 

代表者 

住 所 
甲府市上石田四丁目１８番４号 甲府市上石田四丁目１０番２５号 

３ 変更年月日  令和２年４月３日 
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教育委員会         
 

甲府市教育委員会告示第２号 

 

地方自治法施行令第１５８条第１項の規定に基づき、甲府市立学校校舎等使用料

条例（有料運動施設）に係る施設の使用料の収納事務を次のとおり委託したので、

同条第２項の規定により告示する。 

 

令和２年４月１３日 

                  

甲府市教育委員会 

教育長 小 林  仁 

 

１ 委託する相手方 

   所 在 別紙のとおり 

   名 称 別紙のとおり 

２ 委託する期間 

   令和２年４月１日から令和３年３月３１日 

３ 委託する事務  

学校開放事業（有料運動施設）に係る施設の使用料の収納事務 
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監査委員会 
 

甲府市監査委員告示第４号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３２第２項の規定により、 

包括外部監査人柴山聡の監査の事務を補助させることができる旨の協議が調ったの

で、次のとおり告示する。 

 

令和２年４月２７日 

 

甲府市監査委員 

輿 石 十 直 

小 林 憲次郎 

末 木 咲 子 

 

補助する者の氏名 補助する者の住所 補助できる期間 

髙岡 敏夫 長野県松本市蟻ヶ崎台９番３号 
令和２年５月１日～ 

令和３年３月３１日 

井上 光昭 
神奈川県横浜市神奈川区三ツ沢南町  

１３番１８号 

令和２年５月１日～ 

令和３年３月３１日 

野中 孝憲 甲府市下飯田２丁目４番２５号 
令和２年５月１日～ 

令和３年３月３１日 

今朝丸 亜矢子 
山梨県南巨摩郡富士川町長澤４３２－

２２ 

令和２年５月１日～ 

令和３年３月３１日 
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農業委員会 
 

                       甲府市農業委員会告示第４号 

 

農業委員会等に関する法律第２７条第１項の規定に基づき甲府市農業委員会４月

定例総会を、令和２年４月２８日午前１０時００分、甲府市役所本庁舎６階大会議

室において開催し、付議すべき事項について協議するので、甲府市農業委員会総会

会議規則第２条の規定により公告する。  

 

令和２年４月２３日 

 

甲府市農業委員会会長 西 名 武 洋 

 

付議すべき事項 

１ 農地法に基づく申請・届出等について 

２ 令和２年５月告示分農用地利用集積計画について  
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上下水道局 
                       

甲府市上下水道局告示第２４号  

 

 甲府市都市計画下水道事業受益者負担に関する条例（昭和４９年１２月２３日条

例第４９号）第８条の規定により、賦課対象区域を次のとおり定めたので公告す  

る。 

 

令和２年４月１日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 上 田 和 正 

 

負担区の名称 令和２年度賦課対象区域 

市街化調整区域負担区 

 

 

里吉二丁目の一部（別添図のとおり） 

川田町の一部  （別添図のとおり） 

 

中道負担区 下向山町の一部 （別紙図のとおり） 
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甲府市上下水道局告示第 ２５号 

 

甲府市下水道条例（昭和３７年７月条例第３３号）第６条にかかわる甲府市下水

道工事指定店として、工事施工業者を指定したので、甲府市下水道工事指定店規程

（平成１９年４月規程第３０号）第１１条の規定により、次のとおり告示する。 

 

  令和２年４月２２日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 上 田 和 正  

 

 

 指定年月日   令和２年４月２２日 

 指 定 番 号   第２７７号 

 指 定 店 名   古谷設備工業 

 所 在 地   甲府市青葉町１４－２ 

 代表者氏名   古谷 優 
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                      甲府市上下水道局告示第２６号  

  

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規 

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争 

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す 

る総合評価落札方式の工事である。 

 

  令和２年４月２２日 

                  

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 上 田 和 正 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 合併（土木）１号 

工事名 
①下水道管布設工事（Ｒ２Ｃ－１) 

②（下甲－３）配水管布設替工事（Ｒ２Ｃ－１) 

工事場所 甲府市里吉二丁目地内 

工事概要 

１ 工事内容 

①下水道管布設工事 

・硬質塩化ビニル管布設工（φ２００） 

              Ｌ＝１４４．０ｍ 

・人孔設置工（１号）         ３箇所 

・人孔設置工（小型）         ３箇所 

・公設桝設置工           １２箇所 

・付帯工                １式 

②配水管布設替工事 

・ＤＩＰ．ＧＸ（φ１００）   １３３．０ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ （φ１００）     １．５ｍ 

・ＲＲＶＰ  （φ１００）     １．５ｍ 

・ＲＲＶＰ  （φ ５０）     １．５ｍ 

・ＳＳＰ   （φ ５０）     ２．５ｍ 

・仕切弁．ＧＸ（φ１００）       ２基 

・仕切弁．Ｆ （φ ５０）       １基 

・消火栓   （φ ７５）       １基 

・水抜栓   （φ ２５）       １基 

・臨給工（支給材有）          １式 

２ 工期 令和２年１２月１４日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
３１，４８２，０００円 
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４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 

下水道管布設工事等又は下水道管布設 

工事等と配水管布設替工事等の合併 

工事。 

た だ し 、 １ 件 の 工 事 請 負 額 が 、 

１，５００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１７年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型Ⅰ 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和２年４月２２日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和２年５月７日 

３ 申請書受付開始日 令和２年４月２２日 

４ 申請書受付締切日 
令和２年５月７日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和２年５月１３日 

６ 設計図書配付開始日 令和２年４月２２日 

７ 設計図書配付締切日 令和２年５月１４日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和２年４月２２日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和２年５月１４日 

10 入札日時 
令和２年５月２５日 

午前９時１５分 
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11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和２年５月２８日 

12 開札日時 
令和２年６月３日 

午前９時１５分 

13 落札者決定日 令和２年６月４日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
落札者決定日の前日 

まで（落札予定者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和２年５月２０日 

午後５時まで 

２ 回答 令和２年５月２１日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和２年６月１日まで 

２ 回答 令和２年６月２日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和２年６月２日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第２７号  

  

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規 

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争 

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す 

る総合評価落札方式の工事である。 

 

  令和２年４月２２日 

                  

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 上 田 和 正 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１１０００２号 

工事名 （災対－４）配水管布設替工事 

工事場所 甲府市上石田二・三丁目地内（市立石田小学校の西） 

工事概要 

１ 工事内容 

・ＤＩＰ．ＧＸ（φ１５０）   ４５７．０ｍ 

・ＤＩＰ．ＧＸ（φ１００）    １１．０ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ （φ１００）    １４．０ｍ 

・ＲＲＶＰ  （φ１００）     ３．５ｍ 

・ＤＩＰ．ＧＸ（φ ７５）    ４２．０ｍ 

・ＲＲＶＰ  （φ ７５）    １４．０ｍ 

・仕切弁．ＧＸ（φ１５０）      １６基 

・仕切弁．ＧＸ（φ１００）       ２基 

・仕切弁   （φ１００）       ２基 

・仕切弁．ＧＸ（φ ７５）       ５基 

・仕切弁   （φ ７５）       １基 

・泥吐弁．Ｆ （φ ７５）       １基 

・消火栓   （φ ７５）       ３基 

・水抜栓   （φ ２５）       １基 

２ 工期 令和２年１２月２４日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
５９，６８６，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ 

３ 同種工事施工実績 配水管布設替工事等。 
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た だ し 、 １ 件 の 工 事 請 負 額 が 、 

２，９００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１７年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型Ⅱ 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和２年４月２２日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和２年５月７日 

３ 申請書受付開始日 令和２年４月２２日 

４ 申請書受付締切日 
令和２年５月７日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和２年５月１３日 

６ 設計図書配付開始日 令和２年４月２２日 

７ 設計図書配付締切日 令和２年５月１４日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和２年４月２２日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和２年５月１４日 

10 入札日時 
令和２年５月２５日 

午前９時００分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和２年５月２８日 

12 開札日時 
令和２年６月３日 

午前９時００分 

13 落札者決定日 令和２年６月４日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 
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３ 
落札者決定日の前日 

まで（落札予定者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和２年５月２０日 

午後５時まで 

２ 回答 令和２年５月２１日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和２年６月１日まで 

２ 回答 令和２年６月２日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和２年６月２日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 

支払条件 

前金払 請求できる 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。） 

部分払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第２８号  

 

甲府市上下水道局契約規程(昭和３９年４月管理規程第２号)及び甲府市契約規則

(昭和５０年１２月規則第６６号)第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争入札 

を執行する。 

 

令和２年４月２８日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 上 田 和 正 

 

１ 入札対象物件 

（１）入札番号       上水－１５ 

（２）物件名        粉末活性炭購入(単価契約) 

（３）品質・規格・数量など 仕様書による 

（４）納入期限       契約締結日から令和３年３月３１日まで 

（５）納入場所       仕様書による 

（６）予定価格       公表しない 

（７）最低制限価格     設けない 

２ 入札参加資格 

  甲府市上下水道局における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、 

次の条件をすべて満たす者とする。 

（１）山梨県内に本店又は支店若しくは営業所を有する者であること。 

（２）甲府市上下水道局における物品供給競争入札参加資格の認定において業種が 

「農工業薬品」で登録されている者であること。 

（３）地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４の規定に該当し 

ていない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号） 

第２条第６号に規定する暴力団員(以下「暴力団員」という。)でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

（５）この公告の日から入札の日までの間に山梨県又は県内地方公共団体から指名 

停止措置を受けている日が含まれている者でないこと。 

（６）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。 

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（７）会社更生法(平成１４年法律第１５４号)に基づく更正手続開始の申立又は民

事再生法(平成１１年法律第２２５号)に基づく民事再生手続開始の申立がなさ

れている者(更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争入札

参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（８）税の滞納がない者であること。 

３ 入札説明書、仕様書等の配付期間、配付方法及び参加申請の受付等 
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（１）配付期間 令和２年４月２８日（火）～令和２年５月１３日（水） 

        （この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

        午前９時～午後５時 

（２）配付場所 甲府市上下水道局業務部業務総室総務課管財契約係 

        甲府市下石田二丁目２３番１号 

        電話 ０５５－２２８－３４３６ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市上下水 

道局ホームページ（企業向け情報 入札情報）又は甲府市ホームページ（事業

者向け情報 入札・契約／入札情報（物品））から情報を入手する場合は、こ

の限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所 

   ア 期間 令和２年４月２８日（火）～令和２年５月１３日（水） 

        （この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

        午前９時～午後５時 

   イ 場所 甲府市上下水道局業務部業務総室総務課管財契約係 

        甲府市下石田二丁目２３番１号 

        電話 ０５５－２２８－３４３６ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和２年６月８日（月） 午後１時３０分 

（２）場 所 甲府市上下水道局本局庁舎３階大会議室 

       甲府市下石田二丁目２３番１号 

       ただし、入札場所等については変更する場合がある。 

５ 入札方法 

  契約は、１キログラムあたりの単価契約となるため、入札書へは１キログラム 

あたりの価格を記載すること。なお、１円未満の端数が生じる場合の端数は、欄 

外へ記載すること（小数点以下第２位までとすること）。 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／１００ 

 に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に 

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００ 

／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

  この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽 

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

  なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる 

 いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。 

７ 落札者の決定方法 

  甲府市上下水道局契約規程及び甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定 

められた予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落

札者とする。 

８ その他 

（１）入札保証金：免除 
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（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００） 

ただし、甲府市上下水道局契約規程及び甲府市契約規則第３４条第１項第３ 

号に規定する、過去２年の間に国(公社、公団を含む。)又は地方公共団体と種

類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべ

て誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められ

る場合は免除する。 

（３）契約保証人：契約者は、甲府市契約規則に定める契約保証人を立てなければ 

ならない。 

（４）契約書作成の要否：要 

（５）仕様説明会は行わない。 

（６）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市上下水道局契約規程 

及び甲府市契約規則による。 
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甲府市災害対策本部 
 

甲府市災害対策本部規程第１号  

 甲府市災害対策本部活動規程の一部を改正する規程を次のように定める。  

  令和２年４月１日 

 

 

                  甲府市災害対策本部長  

                  甲府市長 樋 口 雄 一 

 

甲府市災害対策本部活動規程の一部を改正する規程 

甲府市災害対策本部活動規程（昭和３９年８月災害対策本部規程第１号）の一部を次の

ように改正する。 

第６条第２項中「危機管理室長（危機管理班長）」の次に「情報戦略室長、」を加え、「危

機管理室担当課長班長及びシティプロモーション班長」を「危機管理室担当課長班長及び

情報発信班長」に改める。 

別表第１、別紙その１、別紙その２を次のように改める。 

 

別表第１ 

名称 分掌事務 摘要 

部（部

長） 

室等（室

長等） 

班（班

長） 

危機管理

部 

（危機管

理監） 

 

危機管理

室 

（危機管

理室長） 

防災企画

班 

（防災企

画課長） 

１ 災害対策本部の設置、運営及び庶務

に関すること。 

２ 本部員会議に関すること。 

３ 災害情報の収集及び伝達に関するこ

と。 

４ 防災行政無線の運用統制に関するこ

と。 

５ 災害状況及び救助活動の記録統計に

関すること。 

６ 警戒区域の設定に関すること。 

７ 避難準備・高齢者等避難開始、避難

勧告、避難指示（緊急）の発令に関する

こと。 

８ 災害時の相互援助協定に関するこ

と。 

９ 地域連絡所との連絡調整に関するこ

初動体

制職 

員の分

掌事 

務等

は、本 

部長が

別に 

定め

る。 
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と。 

１０ 自衛隊その他関係機関への派遣及

び応援要請に関すること。 

１１ 県、指定地方行政機関及び指定地

方公共機関その他関係機関との連絡に 

関すること。 

１２ 災害救助法の適用要請及び県との

連絡に関すること。 

１３ 災害救助費の経理に関すること。 

１４ 被災者台帳の作成に関すること。 

１５ 避難行動要支援者名簿に関するこ

と。 

１６ 災害対策本部の移転に関するこ

と。 

１７ 気象情報等の収集に関すること。 

１８ 同報無線による情報伝達に関する

こと。 

防災指導

班 

（防災指

導課長） 

防災企画班への応援に関すること。 

危機管理

班 

（危機管

理課長） 

１ 本部員への連絡招集に関すること。 

２ 職員の非常招集及び解散の決定に関

すること。 

３ 自衛隊その他関係機関への派遣及び

応援判断に関すること。 

４ 連絡室長会議に関すること。 

５ 受援（総合）に関すること。 

危機管理

担当課長

班 

（危機管

理担当課

長） 

本部員への連絡召集に関すること。 

総務部 

（総務部

長） 

議会局長

総務総室 

（総務総

室長） 

総務班 

（総務課

長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関する

こと。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対
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は、部長

を補佐す

る。 

策の指示及び被災状況のとりまとめに 

関すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

５ 重要書類、データの退避（自治研修

センター）に関すること。 

法制班 

（法制課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

行政管理

室 

（行政管

理室長） 

職員班 

（職員課

長） 

１ 職員の服務及び出勤に関すること。 

２ 災害応急対策等に係る求人に関する

こと。 

３ 職員の安否及び職員の被災状況の調

査に関すること。 

４ 職員の健康管理に関すること。 

業務管理

班 

（業務管

理課長） 

部内各班への応援に関すること。 

情報政策

班 

（情報政

策課長） 

１ 情報システム・ネットワークの稼動

確認及び復旧対応に関すること。 

２ 部内各班への応援に関すること。 

契約管財

室 

（契約管

財室長） 

契約班 

（契約課

長） 

災害応急対策に要する資機材、生活必需

品、医薬品及び燃料等の調達に関するこ

と。 

指導検査

班 

（指導検

査課長） 

部内各班への応援に関すること。 

指導検査

担当課長

班 

（指導検

査担当課

長） 

財産活用

班 

（財産活

１ 公有財産（土地・建物）の総括管理

に関すること。 

２ 公有財産（建物）の保険契約に関す
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用課長） ること。（他の課等業務に属するもの

を除く。） 

公共施設

マネジメ

ント担当

課長班 

（公共施

設マネジ

メント担

当課長） 

部内各班への応援に関すること。 

管財班 

（管財課

長） 

１ 資機材等の緊急輸送に関すること。 

２ 庁用自動車の配車及び民間自動車の

借り上げに関すること。 

３ 緊急通行車両の確認申請等に関する

こと。 

４ 庁内自衛消防隊の活動に関するこ

と。 

５ 庁舎設備の管理・復旧に関するこ

と。 

６ 市有財産の管理に関すること。 

７ 庁用自動車（本庁舎）の移動に関す

ること。 

８ 庁舎の浸水防止対策に関すること。 

市長室 

（市長室

長） 

秘書班 

（秘書課

長） 

１ 本部長等の被災地の視察に関するこ

と。 

２ 国及び県関係者の応接に関するこ

と。 

３ 市議会との連絡に関すること。 

４ その他渉外に関すること。 

市民の声

担当課長

班 

（市民の

声担当課

長） 

秘書班への応援に関すること。 
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国際交流

班 

（国際交

流課長） 

秘書班への応援に関すること。 

情報戦略

室 

（情報戦

略室長） 

情報発信

班 

（情報発

信課長） 

１ 災害応急対策の広報に関すること。 

２ 災害状況の記録撮影に関すること。 

３ 報道機関に対する情報提供、協力要

請及びその他連絡に関すること。 

記念事業

班 

（記念事

業課長） 

部内各班への応援に関すること。 

議会総室 

（議会総

室長） 

総務班 

（総務課

長） 

１ 市議会議員との連絡に関すること。 

２ 部内各班への応援に関すること。 

政策調査

担当課長

班 

（政策調

査担当課

長） 

議事班 

（議事課

長） 

 

企画部 

（企画部

長 

企画総室 

（企画総

室長） 

総務班 

（総務課

長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関する

こと。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 各部との連絡に関すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

企画班 

（企画課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

企画経営

室 

（企画経

営室長） 

行政経営

班 

（行政経

営課長） 

部内各班への応援に関すること。 
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財政班 

（財政課

長） 

１ 本部活動費の経理に関すること。 

２ その他災害の経理に関すること。 

連携推進

班 

（連携推

進課長） 

部内各班への応援に関すること。 

市民部 

（市民部

長） 

税務統括

監は、市

民部長を

補佐す

る。 

市民総室 

（市民総

室長） 

総務班 

（総務課

長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関する

こと。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対

策の指示及び被災状況のとりまとめに関

すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

市民班 

（市民課

長） 

１ 避難所及び避難地の設置、管理及び

運営に関すること。 

２ 避難者及び被災者の収容に関するこ

と。 

３ 炊き出しその他食料品等の配給に関

すること。 

４ 避難状況の本部への報告に関するこ

と。 

５ 来庁者（本庁舎）の避難誘導に関す

ること。 

６ 安否情報の提供。 

国民健康

保険班 

（国民健

康保険課

長） 

市民班への応援に関すること。 

中道支所

班 

（中道支

所長） 

１ 支所内自衛消防隊の活動に関するこ

と。 

２ 市民班への応援に関すること。 

３ 来庁者（中道支所）の避難誘導に関

すること。 

４ 庁用自動車（中道支所）の移動に関

すること。 

５ 重要書類、データの退避（中道支
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所）に関すること。 

上九一色

出張所班 

（上九一

色出張所

長） 

１ 出張所内自衛消防隊の活動に関する

こと。 

２ 市民班への応援に関すること。 

市民協働

室 

（市民協

働室長） 

消費生活

班 

（消費生

活課長） 

部内各班への応援に関すること。 

協働推進

班 

（協働推

進課長） 

１ 地域内の情報収集及び伝達に関する

こと。 

２ 被災者の要望及び陳情の受付に関す

ること。 

３ 災害ボランティアの支援に関するこ

と。 

協働支援

班 

（共同支

援課長） 

 

部内各班への応援に関すること。 

人権男女

参画班 

（人権男

女参画課

長） 

１ 総務班への応援に関すること。 

２ 来庁者（南庁舎）の避難誘導に関す

ること。 

３ 庁用自動車（南庁舎）の移動に関す

ること。 

４ 重要書類、データの退避（南庁舎）

に関すること。 

課税管理

室 

（課税管

理室長） 

市民税班 

（市民税

課長） 

１ 住家等の被害状況調査に関するこ

と。 

２ 罹災台帳の作成及び罹災証明書の交

付に関すること。 資産税班 

（資産税

課長） 

収納管理

室 

（収納管

理室長） 

収納班 

（収納課

長） 

１ 住家等の被害状況調査に関するこ

と。 

２ 罹災台帳の作成及び罹災証明書の交

付に関すること。 滞納整理
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班 

（滞納整

理課長） 

選挙管理

委員会事

務局 

（選挙管

理委員会

事務局

長） 

選挙管理

委員会事

務局班 

（選挙管

理委員会

事務局

長） 

部内各班への応援に関すること。 

監査委員

事務局 

（監査委

員事務局

長） 

監査委員

事務局班 

（監査委

員事務局

長） 

福祉保健

部 

（福祉保

健部長） 

福祉保健

総室 

（福祉保

健総室

長） 

総務班 

（総務課

長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関する

こと。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対

策の指示及び被災状況のとりまとめに関

すること。 

４ 社会福祉関係施設の被害調査及び応

急対策に関すること。 

５ 社会事業団体及び奉仕団等の連絡に

関すること。 

６ 食料・生活必需物資の調達・配送・

配分に関すること。 

７ 義援金の受付及び配分計画に関する

こと。 

８ 受援（部内）に関すること。 

指導監査

班 

（指導監

査課長） 

部内各班への応援に関すること。 

健康長寿

室 

（健康長

寿室長） 

健康政策

班 

（健康政

策課長） 

１ 市保健医療救護対策本部の設置・運

営及び庶務、対策本部会議の招集・開

催に関すること。 

２ 県、市災害対策本部及び他の地区保
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健医療救護対策本部、関係機関等との

連携に関すること。 

３ 市保健医療教護対策本部職員及び医

療スタッフ等の職員管理、庁舎管理、

通信管理に関すること。 

４ 災害医療情報等の広報、周知に関す

ること。 

５ 市保健医療救護対策本部長の補佐に

関すること。 

６ その他、災害管理機関等との調整・

渉外に関すること。 

地域保健

班 

（地域保

健課長） 

１ 医療機関等への訪問調査に関するこ

と。 

２ 医療依存度の高い難病患者等の安否

確認・対応に関すること。 

３ 医療救護所の（設置、）運営に関す

ること。 

４ 医療救護班の指揮に関すること。 

５ 巡回健康相談チームの編成・派遣に

関すること。 

６ 感染症、防疫対策の指揮・指示・実

施に関すること。 

７ 避難所の医療ニーズ調査の代行に関

すること。 

８ 感染症、食中毒等防止対策の指導、

実施に関すること。 

９ その他、災害時の対人保健に関する

こと。 

健康支援

センター 

（保健所

長） 

精神保健

班 

（精神保

健課長） 

 

健康増進班の応援に関すること。 

母子健康

班 

（母子健

康課長） 

健康増進班の応援に関すること。 

医務感染 １ 医療、災害情報などの収集、伝達、
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症班 

（医務感

染症課

長） 

記録（クロノロジー）に関すること。 

２ EMISを活用した、現地情報・医療機

関等の情報収集・分析に関すること。 

３ 医療スタッフ等の派遣要請に関する

こと。 

４ DMAT、DPAT、DHEAT、災害医療コーデ

ィネーターの受入れの県との協議に関

すること。 

５ 透析等特殊医療の情報収集・対応に

関すること。 

６ 市三師会等関係団体との調整に関す

ること。 

７ 医療スタッフ、傷病者等の搬送体制

の確保・調整及び搬送支援に関するこ

と。 

８ その他、災害医療関係の確保・調整

に関すること。 

感染症担

当班 

（感染症

担当課

長） 

医務感染症班の応援に関すること。 

生活衛生

薬務班 

（生活衛

生薬務課

長） 

 

１ 医薬品、医療資機材等の調達・調

整・搬送体制の確保に関すること。 

２ 医療専門ボランティアの募集窓口へ

の協力に関すること。 

３ 災害による遺体の処理に関するこ

と。 

４ その他、災害時の対物保健に関する

こと。 

福祉支援

室 

（福祉支

援室長） 

生活福祉

班 

（生活福

祉課長） 

部内各班への応援に関すること。 

高齢者福

祉班 

（高齢者

福祉課

１ 避難行動要支援者等に関すること。 

２ 福祉避難所の開設に関すること。 
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長） 

介護保険

班 

（介護保

険課長） 

介護予防

班 

（介護予

防課長） 

障がい福

祉班 

（障がい

福祉課

長） 

会計室 

（会計室

長） 

会計班 

（会計室

長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 義援金の受け入れに関すること。 

子ども未

来部 

（子ども

未来部

長） 

子ども未

来総室 

（子ども

未来総室

長） 

総務班 

（総務課

長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関する

こと。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対

策の指示及び被災状況のとりまとめに関

すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

子ども応

援班 

（子ども

応援課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

子育て支

援班 

（子ども

支援課

長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 幼児教育センターにおける児童等の

安全確保に関すること。 

子ども保

育班 

（子ども

保育課

１ 児童等の安全確保に関すること。 

２ 児童館の安全確保に関すること。 

３ 放課後児童クラブの安全確保に関す

ること。 
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長） 

母子保健

班 

（母子保

健課長） 

福祉保健部健康増進班の応援に関するこ

と。 

環境部 

（環境部

長） 

甲府・峡

東地域ご

み処理施

設事務組

合事務局

長は、部

長を補佐

する。 

環境総室 

（環境総

室長） 

総務班 

（総務課

長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関する

こと。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対

策の指示及び被災状況のとりまとめに

関すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

５ 来庁者の避難に関すること。 

６ 庁用自動車の移動に関すること。 

７ 重要書類、データの退避に関するこ

と。 

環境保全

班 

（環境保

全課長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 災害廃棄物の処理について住民への

広報・相談に関すること。 

３ 原子力災害発災時における緊急時モ

ニタリング活動に関すること。 

４ 大気中のアスベスト濃度の緊急モニ

タリングに関すること。 

５ 石綿露出状況等の緊急調査に関する

こと。 

廃棄物対

策室 

（廃棄物

対策室

長） 

減量班 

（減量課

長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 廃棄物の区分・処理方法についての

住民への指導・相談に関すること。 

３ 指定管理者制度導入施設（リサイク

ルプラザ）における施設利用者等の安

全確保に関すること。 

収集衛生

班 

（収集衛

生課長） 

１ 避難所及び一般家庭から排出され

る、ごみ・がれき等の収集及び運搬に

関すること。 

２ ごみ・がれき等の臨時集積所の設置

と管理に関すること。 

３ 避難所の仮設トイレ及び一般家庭か

ら排出されるし尿等の収集及び運搬に

- 119 -



関すること。 

４ 防疫のための被災地域の消毒指導及

び実施に関すること。 

５ 支援業者への収集運搬委託事務に関

すること。 

廃棄物対

策班 

（廃棄物

対策課

長） 

１ 避難所及び一般家庭から排出され

る、ごみ・がれき等の処理に関するこ

と。 

２ ごみ・がれき等の仮置場の設置と管

理に関すること。 

３ がれきの分別、処理に関すること。 

４ 避難所及び一般家庭から排出され

る、し尿等の処理に関すること。 

５ 処理施設の点検、被災施設の復旧に

関すること。 

６ 支援業者への処理委託業務に関する

こと。 

産業部 

（産業部

長） 

産業総室 

（産業総

室長） 

総務班 

（総務課

長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関する

こと。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対

応策の指示及び被害状況のとりまとめ

に関すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

雇用創生

班 

（雇用創

生課長） 

観光班への応援に関すること。 

観光商工

室 

（観光商

工室長） 

観光班 

（観光課

長） 

１ 帰宅困難者、滞留者の保護に関する

こと。 

２ 観光関係の被害調査及び応急対策に

関すること。 

商工班 

（商工課

長） 

１ 商工業関係の被害状況の調査及び応

急対策に関すること。 

２ 被害に伴う金融対策等の相談、指導

に関すること。 

中心街再

生担当課

部内各班への応援に関すること。 
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長班 

（中心街

再生担当

課長） 

農林振興

室 

（農林振

興室長） 

農政班 

（農政課

長） 

１ 農耕地の被害状況調査及び応急対策

に関すること。 

２ 農業団体等との連絡調整に関するこ

と。 

３ 気象情報等の収集・危険箇所の巡

視、農道・農業用施設等の被害状況調

査及び応急工事、復旧工事に関するこ

と。 

４ 農業集落排水施設の被害状況調査及

び復旧工事に関すること。 

５ 来庁者の避難誘導に関すること。 

６ 庁用自動車の移動に関すること。 

７ 重要書類、データの退避に関するこ

と。 

就農支援

班 

（就農支

援課長） 

１ 農作物・園芸施設の被害状況調査及

び応急対策に関すること。 

２ 家畜の応急対策、応急救護及び防疫

に関すること。 

３ 農業団体等との連絡調整に関するこ

と。 

４ 園芸施設等の被災証明書の交付に関

すること。 

５ 農業センター来所者の避難誘導に関

すること。 

６ 庁用自動車の移動に関すること。 

７ 重要書類、データの退避（農業セン

ター）に関すること。 

林政班 

（林政課

長） 

森林、山崩れ等の被害状況の調査及び応

急対策に関すること。 

市場経営

室 

（市場経

営室長） 

経営管理

班 

（経営管

理課長） 

１ 市場の活動の調整及び連絡に関する

こと。 

２ 市場の庶務に関すること。 

３ 市場の管理に属する施設等への応急
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対策の指示及び被害状況のとりまとめ

に関すること。 

４ 市場流通機能の応急対策に関するこ

と。 

５ 生鮮食料品の市民への供給措置及び

その指示に関すること。 

６ 場内各業者との情報収集伝達等に関

すること。 

農業委員

会事務局 

（農業委

員会事務

局長） 

農業委員

会事務局

班 

（農業委

員会事務

局長） 

部内各班への応援に関すること。 

まちづく

り部 

（まちづ

くり部

長） 

リニア交

通政策監

は、まち

づくり部

長を補佐

する。 

まちづく

り総室 

（まちづ

くり総室

長） 

総務班 

（総務課

長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関する

こと。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対

策の指示及び被災状況のとりまとめに

関すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

住宅班 

（住宅課

長） 

市営住宅の被害状況調査並びに応急対策

に関すること。 

空き家対

策班 

（空き家

対策課

長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 危険な空き家等の所有者への指導等

に関すること。 

まち開発

室 

（まち開

発室長） 

都市計画

班 

（都市計

画課長） 

区画整理区域内の応急対策に関するこ

と。 

 

 

地域デザ

イン担当

課長班 

（立地適

正化担当

部内各班への応援に関すること。 
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課長） 

産業立地

班 

（産業立

地課長） 

部内各班への応援に関すること。 

区画整理

班 

（区画整

理課長） 

部内各班への応援に関すること。 

まち整備

室 

（まち整

備室長） 

都市整備

班 

（都市整

備課長） 

１ 都市計画道路、橋梁等の被害状況調

査に関すること。 

２ 都市計画道路、橋梁等の応急修理に

関すること。 

３ 警戒区域の状況の防災班への伝達に

関すること。 

４ 交通規制への協力及び交通安全に関

すること。 

公園緑地

班 

（公園緑

地課長） 

１ 公園、動物園等施設の被害状況調査

及び応急対策に関すること。 

２ 来庁者（西庁舎）の避難誘導に関す

ること。 

３ 庁用自動車の移動に関すること。 

４ 重要書類、データの退避（西庁舎）

に関すること。 

道路河川

班 

（道路河

川課長） 

１ 水防活動の総括及び応急対策の計画

推進に関すること。 

２ 河川及び道路の被害状況の収集、伝

達及び報告に関すること。 

３ 災害時に必要な機械器具、車両及び

材料等の調達並びに保管に関するこ

と。 

４ 災害時の堆積土砂の搬出等の整理に

関すること。 

５ 障害物の除去に関すること。 

６ 放置車両の移動に関すること。 

７ 道路の応急措置に関すること。 

８ 水防資材の輸送及び応急処理に関す

ること。 
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９ 水門等の災害復旧工事に関するこ

と。 

１０ 災害による河川水路等の復旧工事に

関すること。 

１１ 応急排水に関すること。 

地籍調査

班 

（地籍調

査課長） 

部内各班への応援に関すること。 

施設整備

室 

（施設整

備室長） 

建築指導

班 

（建築指

導課長） 

１ 災害時の建築指導に関すること。 

２ 被災者に対する建築相談に関するこ

と。 

３ 建築基準法（昭和２５年法律第２０

１号）の施行に関する報告に基づき

「災害時の報告」をするための調査に

関すること。 

４ 住宅金融支援機構の災害住宅貸付に

伴う特別な建築確認審査業務に関する

こと。 

５ 非常災害時における仮設建築物に対

する制限の緩和をする区域（建築基準

法第８５条）を指定する業務に関する

こと。 

６ 被災建築物応急危険度判定に関する

こと。 

建築営繕

班 

（建築営

繕課長） 

１ 緊急収容施設の建築に関すること。 

２ 応急仮設住宅の建築等に関するこ

と。 

３ 応急修理資材の調達及び配給に関す

ること。 

４ 被災した住宅の応急修理に関するこ

と。 

５ 市有財産及び営造物の被害状況調査

並びに応急対策に関すること。 

公共施設

保全担当

班 

（公共施

部内各班への応援に関すること。 
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設保全担

当課長） 

リニア交

通室 

（リニア

交通室

長） 

リニア政

策班 

（リニア

政策課

長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 交通関係機関との連絡調整に関する

こと。 

交通政策

班 

（交通政

策課長） 

病院部 

（病院長

の指名す

る副院

長） 

他の副院

長及び事

務局長

は、部長

を補佐す

る。 

病院事務

総室 

（病院事

務総室

長） 

総務班 

（総務課

長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関する

こと。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対

策の指示及び被災状況のとりまとめに

関すること。 

４ 職員の動員に関すること。 

経営企画

班 

（経営企

画班長） 

医事班 

（医事課

長） 

診療班 

（診療部

長） 

１ 収容者に対する医療看護に関するこ

と。 

２ 医薬品その他衛生資材の確保に関す

ること。 

３ 移動医療に関すること。 

４ その他医療全般に関すること。 

診療支援

班 

（診療支

援部長） 

医療支援

センター

班 

（医療支

援センタ

ー長） 

医療班への応援に関すること。 

放射線班 

（放射線

部長） 

診療班及び診療支援班への応援に関する

こと。 

 

 薬剤班 

- 125 -



（薬剤部

長） 

看護班 

（看護部

長） 

総合相談

センター

班 

（総合相

談センタ

ー長） 

医事班への応援に関すること。 

医療総合

研修セン

ター班 

（医療総

合研修セ

ンター

長） 

診療班への応援に関すること。 

医療安全

管理班 

（医療安

全管理部

長） 

経営改善

対策班 

（経営改

善対策部

長） 

上下水道

部 

（業務部

長） 

工務部長

は、業務

部長を補

佐する。 

業務総室 

（業務総

室長） 

総務班 

（総務課

長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関する

こと。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対

策の指示及び被災状況のとりまとめに

関すること。 

４ 部に係る災害予算及び経理に関する

こと。 

５ 応急対策の計画推進に関すること。 

６ 上水道、下水道の被害状況の記録統

経営企画

班 

（経営企

画課長） 
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計に関すること。 

７ 災害時に必要な機械器具、車両、材

料等の調達及び保管に関すること。 

８ 節水、断水及び給水の宣伝に関する

こと。 

９ 受援（部内）に関すること。 

１０ 来庁者（部内）の避難誘導に関す

ること。 

１１庁用自動車の移動に関すること。 

１２重要書類、データの退避（部内）に

関すること。 

工事検査

班 

（工事検

査課長） 

契約管財室指導検査班の事務。 

営業管理

室 

（営業管

理室長） 

営業班 

（営業課

長） 

応急給水に関すること。 

給排水班 

（給排水

課長） 

工務総室 

（工務総

室長） 

計画班 

（計画課

長） 

総務班への応援に関すること。 

水道管理

室 

（水道管

理室長） 

水保全班 

（水保全

課長） 

１ 飲料水の補給に関すること。 

２ 水源の確保に関すること。 

３ 送・配水施設の応急復旧に関するこ

と。 

４ 各配水区域の配水計画、配水弁等の

調整並びに各施設の連絡、統計及び報

告に関すること。 

５ 取・導・浄水施設の応急復旧に関す

ること。 

６ 水質の検査及び保持に関すること。 

７ 簡易水道施設等に関すること。 

８ 工事指定店の動員体制の配備に関す

ること。 

水道班 

（水道課

長） 

浄水班 

（浄水課

長） 

下水道管 下水道班 １ 処理施設の被害状況調査、応急措置
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理室 

（下水道

管理室

長） 

（下水道

課長） 

及び修繕に関すること。 

２ 下水道管の被害状況調査及び緊急措

置に関すること。 

３ 下水道施設の災害に伴う応急復旧に

関すること。 

浄化セン

ター班 

（浄化セ

ンター課

長） 

教育部 

（教育部

長） 

教育総室 

（教育総

室長） 

総務班 

（総務課

長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関する

こと。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対

策の指示及び被災状況のとりまとめに

関すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

学校教育

班 

（学校教

育課長） 

１ 災害発生時における児童、生徒の避

難及び応急教育指導に関すること。 

・登校、下校に関すること。 

・緊急避難に関すること。 

・臨時休業に関すること。 

・各学校の被災状況及び被災児童生徒の

実態調査に関すること。 

・授業再開までの諸調査に関すること。 

２ 教科書、教材文房具等の交付に関す

ること。 

３ 保健衛生に関すること。 

４ 学校給食に関すること。 

学事班 

（学事課

長） 

１ 学校教育班への応援に関すること。 

２ 各学校の被災状況及び被災児童、生

徒の実態調査に関すること。 

３ 保健衛生に関すること。 

４ 学校給食に関すること。 

教育施設

班 

（教育施

設課長） 

１ まちづくり部建築営繕班の事務。 

２ 各学校の被災状況及び被災児童、生

徒の実態調査に関すること。 

甲府商業

高等学校

事務局班 

学校教育班への応援に関すること。 
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（甲府商

業高等学

校事務

長） 

甲府商科

専門学校

事務局班 

（甲府商

科専門学

校事務

長） 

生涯学習

室 

（生涯学

習室長） 

 

生涯学習

班 

（生涯学

習課長） 

部内各班への応援に関すること。 

歴史文化

財班 

（歴史文

化財課

長） 

１ 文化財の被害状況の調査及び保全措

置に関すること。 

２ 文化施設の利用者の避難誘導に関す

ること。 

スポーツ

班 

（スポー

ツ課長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ スポーツ施設の利用者の避難誘導に

関すること。 

図書館班 

（図書館

長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 図書館の利用者の避難誘導に関する

こと。 

消防部 

（甲府地

区広域行

政事務組

合消防

長） 

広域行政

事務組合

事務局長

は、消防

長を補佐

 総務班 

（総務課

長） 

甲府地区広域行政事務組合消防計画によ

る。 

 

甲府市

消防団

は、消

防部に

属す

る。 

 警防班 

（警防課

長） 

 

 

救急救助

班 

（救急救

助課長） 

消防班 
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する。 （所轄署

長） 

企画班 

（企画課

長） 

人事班 

（人事課

長） 

予防班 

（予防課

長） 

指令班 

（指令課

長） 

 

(別紙その1) 

部等 室等 部長が指名する職員の課等 

危機管理部 危機管理室 防災企画課・防災指導課・危機管理

課 

市民部 市民総室 総務課・中道支所・上九一色出張所 

産業部 産業総室・農林振興室 総務課・農政課・就農支援課・林政

課 

まちづくり

部 

まちづくり総室・まち整備

室・施設整備室 

総務課・道路河川課・建築指導課 

上下水道部 全室  

消防部  各署 

 

(別紙その2) 

部等 室等 部長が指名する職員の課等 

危機管理部 危機管理室 

 

 

防災企画課・防災指導課・危機管理課（危機管

理担当課長を含む。） 

総務部 総務総室・行政管

理室・契約管財室 

総務課・情報政策課・職員課・契約課・管財課 

市長室・情報戦略

室 

全課 

企画部 全室 全課 
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市民部 市民総室・市民協

働室 

総務課・協働推進課・中道支所・上九一色出張

所 

福祉保健部 全室 全課 

子ども未来部 子ども未来室 全課 

環境部 環境総室 総務課 

産業部 全室 総務課・農政課・就農支援課・林政課・農業委

員会事務局 

まちづくり部 

（リニア交通

政策監を含

む。） 

全室 全課 

市立病院（事

務局）部 

病院事務総室 総務課 

教育部 全室 全課（学校事務局・図書館を含む。） 

上下水道部 全室 全課 

消防部 甲府地区広域行政事務組合消防計画による。 
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甲府市地震災害警戒本部 
 

甲府市地震災害警戒本部規程第１号 

 甲府市地震災害警戒本部活動規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和２年４月１日 

 

 

                  甲府市地震災害警戒本部長  

                  甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

 

甲府市地震災害警戒本部活動規程の一部を改正する規程 

甲府市地震災害警戒本部活動規程（昭和５４年１１月地震災害警戒本部規程第 1

号）の一部を次のように改正する。 

第６条第２項中「危機管理室長（危機管理班長）」の次に「、情報戦略室長」を追

加し、「危機管理室担当課長班長及びシティプロモーション班長」を「危機管理室担

当課長班長及び情報発信班長」に改める。 

 

別表第１ 

名称 分掌事務 摘要 

部（部長） 室等（室長

等） 

班（班長） 

危機管理部 

（危機管理

監） 

 

危機管理室 

（危機管理室

長） 

防災企画班 

（防災企画課

長） 

１ 災害対策本部の設置、運営及び庶務に関す

ること。 

２ 本部員会議に関すること。 

３ 災害情報の収集及び伝達に関すること。 

４ 防災行政無線の運用統制に関すること。 

５ 災害状況及び救助活動の記録統計に関する

こと。 

６ 警戒区域の設定に関すること。 

７ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、

避難指示の発令に関すること。 

８ 災害時の相互援助協定に関すること。 

９ 地域連絡所との連絡調整に関すること。 

１０ 自衛隊その他関係機関への派遣及び応援

要請に関すること。 

１１ 県、指定地方行政機関及び指定地方公共

初動体制

職員の分

掌事務等

は、本部

長が別に

定める。 
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機関その他関係機関との連絡に関すること。 

１２ 災害救助法の適用要請及び県との

連絡に関すること。 

１３ 災害救助費の経理に関するこ

と。 

１４ 被災者台帳の作成に関するこ

と。 

１５ 避難行動要支援者名簿に関する

こと。 

１６ 同報無線による情報伝達に関す

ること。 

防災指導班 

（防災指導課

長） 

防災企画班への応援に関すること。 

危機管理班 

（危機管理課

長） 

１ 本部員への連絡招集に関すること。 

２ 職員の非常招集及び解散の決定に関するこ

と。 

３ 自衛隊その他関係機関への派遣及び応援判

断に関すること。 

４ 連絡室長会議に関すること。 

５ 受援（総合）に関すること。 

危機管理担当

課長班 

（危機管理担

当課長） 

本部員への連絡招集に関すること。 

総務部 

（総務部

長） 

議会局長

は、総務部

長を補佐す

る。 

総務総室 

（総務総室長） 

 

総務班 

（総務課長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対策の指

示及び被害状況のとりまとめに関すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

５ 重要書類、データの退避（自治研修センタ

ー）に関すること。 

法制班 

（法制課長） 

部内各班への応援に関すること。 

行政管理室 

（行政管理室

長） 

職員班 

（職員課長） 

１ 職員の服務及び出勤に関すること。 

２ 災害応急対策等に係る求人に関すること。 

３ 職員の安否及び職員の被災状況の調査に関

すること。 

- 133 -



４ 職員の健康管理に関すること。 

業務管理班 

（業務管理課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

情報政策班 

（情報政策課

長） 

１ 情報システム・ネットワークの稼動確認及

び復旧対応に関すること。 

２ 部内各班への応援に関すること。 

契約管財室 

（契約管財室

長） 

 

契約班 

（契約課長） 

災害応急対策に要する資機材、生活必需品、医

薬品及び燃料等の調達に関すること。 

指導検査班 

（指導検査課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

指導検査担当

課長班 

（指導検査担

当課長） 

財産活用班 

（財産活用課

長） 

１ 公有財産（土地・建物）の統括管理に関す

ること。 

２ 公有財産（建物）の保険契約に関するこ

と。（他の課等業務に属するものを除く。） 

公共施設マネ

ジメント担当

班 

（公共施設マ

ネジメント担

当課長） 

部内各班への応援に関すること。 

管財班 

（管財課長） 

１ 資機材等の緊急輸送に関すること。 

２ 庁用自動車の配車及び民間自動車の借上げ

に関すること。 

３ 緊急通行車両の確認申請等に関すること。 

４ 庁内自衛消防隊の活動に関すること。 

５ 庁舎設備の管理・復旧に関すること。 

市長室 

（市長室長） 

秘書班 

（秘書課長） 

１ 本部長等の被災地の視察に関すること。 

２ 国及び県関係者の応接に関すること。 

３ 市議会との連絡に関すること。 

４ その他渉外に関すること。 

市民の声担当

課長班 

秘書班への応援に関すること。 
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（市民の声担

当課長） 

国際交流班 

（国際交流課

長） 

秘書班への応援に関すること。 

情報戦略室 

（情報戦略室

長） 

情報発信班 

（情報発信課

長） 

１ 災害応急対策の広報に関すること。 

２ 災害状況の記録撮影に関すること。 

３ 報道機関に対する情報提供、協力要請及び

その他連絡に関すること。 

記念事業班 

（記念事業課

長） 

情報発信班への応援に関すること。 

議会総室 

（議会総室長） 

議会総務班 

（総務課長） 

１ 市議会議員との連絡に関すること。 

２ 部内各班への応援に関すること。 

政策調査担当

班 

（政策調査担

当課長） 

議事班 

（議事課長） 

企画部 

（企画部

長） 

企画総室 

（企画総室長） 

総務班 

（総務課長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 各部との連絡に関すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

企画班 

（企画課長） 

部内各班への応援に関すること。 

企画経営室 

（企画経営室

長） 

行政経営班 

（行政改革課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

財政班 

（財政課長） 

１ 本部活動費の経理に関すること。 

２ その他災害の経理に関すること。 

連携推進班 

（連携推進課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

 

市民部 

（市民部

長） 

税務統括監

市民総室 

（市民総室長） 

総務班 

（総務課長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対策の指

示及び被災状況の取りまとめに関すること。 
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は、市民部

長を補佐す

る。 

４ 受援（部内）に関すること。 

市民班 

（市民課長） 

１ 避難所及び避難地の設置、管理及び運営に

関すること。 

２ 避難者及び被災者の収容に関すること。 

３ 炊き出しその他食料品等の配給に関するこ

と。 

４ 避難状況の本部への報告に関すること。 

５ 安否情報の提供。 

国民健康保険

班 

（国民健康保

険課長） 

市民班への応援に関すること。 

中道支所班 

（中道支所

長） 

１ 支所内自衛消防隊に関すること。 

２ 市民班への応援に関すること。 

上九一色出張

所班 

（上九一色出

張所長） 

１ 出張所内自衛消防隊の活動に関すること。 

２ 市民班への応援に関すること。 

市民協働室 

（市民協働室

長） 

消費生活班 

（消費生活課

長） 

部内各班の応援に関すること。 

協働推進班 

（協働推進課

長） 

１ 地域内の情報収集及び伝達に関すること。 

２ 被災者の要望及び陳情の受付に関するこ

と。 

３ 災害ボランティアの支援に関すること。 

協働支援担当

班 

（協働支援課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

 

人権男女参画

班 

（人権男女参

画課長） 

総務班への応援に関すること。 

課税管理室 

（課税管理室

長） 

市民税班 

（市民税課

長） 

１ 住家等の被害状況調査に関すること。 

２ 罹災台帳の作成及び罹災証明書の交付に関

すること。 

資産税班 
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（資産税課

長） 

収納管理室 

（収納管理室

長） 

収納班 

（収納課長） 

１ 住家等の被害状況調査に関すること。 

２ 罹災台帳の作成及び罹災証明書の交付に関

すること。 滞納整理班 

（滞納整理課

長） 

選挙管理委員会

事務局 

（選挙管理委員

会事務局長） 

選挙管理委員

会事務局班 

（選挙管理委

員会事務局

長） 

部内各班への応援に関すること。 

監査委員事務局 

（監査委員事務

局長） 

監査委員事務

局班 

（監査委員事

務局長） 

部内各班への応援に関すること。 

福祉保健部 

（福祉保健

部長） 

福祉保健総室 

（福祉保健総室

長） 

総務班 

（総務課長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対策の指

示及び被災状況の取りまとめに関すること。 

４ 社会福祉関係施設の被害調査及び応急対策

に関すること。 

５ 社会事業団体及び奉仕団等の連絡に関する

こと。 

６ 食料・生活必需物資の調達・配送・配分に

関すること。 

７ 義援金の受付及び配分計画に関すること。 

８ 受援（部内）に関すること。 

指導監査班 

（指導監査課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

健康長寿室 

（健康長寿室

長） 

健康政策班 

（健康政策課

長） 

１ 市保健医療救護対策本部の設置・運営及び

庶務、対策本部会議の招集・開催に関するこ

と。 

２ 県、市災害対策本部及び他の地区保健医療

救護対策本部、関係機関等との連携に関する

こと。 

３ 市保健医療教護対策本部職員及び医療スタ

- 137 -



ッフ等の職員管理、庁舎管理、通信管理に関

すること。 

４ 災害医療情報等の広報、周知に関するこ

と。 

５ 市保健医療救護対策本部長の補佐に関する

こと。  

６ その他、災害管理機関等との調整・渉外に

関すること。 

地域保健班 

（地域保健課

長） 

１ 医療機関等への訪問調査に関すること。 

２ 医療依存度の高い難病患者等の安否確認・

対応に関すること。 

３ 医療救護所の（設置、）運営に関するこ

と。 

４ 医療救護班の指揮に関すること。 

５ 巡回健康相談チームの編成・派遣に関する

こと。 

６ 感染症、防疫対策の指揮・指示・実施に関

すること。 

７ 避難所の医療ニーズ調査の代行に関するこ

と。 

８ 感染症、食中毒等防止対策の指導、実施に

関すること。 

９ その他、災害時の対人保健に関すること。 

健康支援センタ

ー 

（保健所長） 

精神保健班 

（精神保健課

長） 

健康増進班の応援に関すること。 

母子健康班 

（母子健康課

長） 

健康増進班の応援に関すること。 

 

医務感染症班 

（医務感染症

課長） 

１ 医療、災害情報などの収集、伝達、記録

（クロノロジー）に関すること。 

２ EMISを活用した、現地情報・医療機関等の

情報収集・分析に関すること。 

３ 医療スタッフ等の派遣要請に関すること。 

４ DMAT、DPAT、DHEAT、災害医療コーディネ

ーターの受入れの県との協議に関すること。 

５ 透析等特殊医療の情報収集・対応に関する

こと。 

６ 市三師会等関係団体との調整に関するこ
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と。 

７ 医療スタッフ、傷病者等の搬送体制の確

保・調整及び搬送支援に関すること。 

８ その他、災害医療関係の確保・調整に関す

ること。 

感染症担当班 

（感染症担当

課長） 

医務感染症班の応援に関すること。 

 

生活衛生薬務

班 

(生活衛生薬務

課長) 

 

１ 医薬品、医療資機材等の調達・調整・搬送

体制の確保に関すること。 

２ 医療専門ボランティアの募集窓口への協力

に関すること。 

３ 災害による遺体の処理に関すること。 

４ その他、災害時の対物保健に関すること。 

福祉支援室 

（福祉支援室

長） 

生活福祉班 

（生活福祉課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

高齢者福祉班 

（高齢者福祉

課長） 

１ 避難行動要支援者等に関すること。 

２ 福祉避難所の開設に関すること。 

介護保険班 

（介護保険課

長） 

１ 避難行動要支援者等に関すること。 

２ 福祉避難所の開設に関すること。 

介護予防班 

(介護予防課

長) 

障がい福祉班 

（障がい福祉

課長） 

会計室 

（会計室長） 

会計班 

（会計室長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 義援金の受け入れに関すること。 

子ども未来

部 

（子ども未

来部長） 

子ども未来総室 

（子ども未来総

室長） 

総務班 

（総務課長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対策の指

示及び被災状況の取りまとめに関すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

子ども応援班 

（子ども応援

課長） 

 

部内各班への応援に関すること。 
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子育て支援班 

（子育て支援

課長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 幼児教育センターにおける児童等の安全確

保に関すること。 

子ども保育班 

（子ども保育

課長） 

１ 児童の安全確保に関すること。 

２ 児童館の安全確保に関すること。  

３ 放課後児童クラブの安全確保に関

すること。 

母子保健班 

（母子保健課

長） 

福祉保健部健康増進班の応援に関すること。 

環境部 

（環境部

長） 

甲府・峡東

地域ごみ処

理施設事務

組合事務局

長は、環境

部長を補佐

する。 

環境総室 

（環境総室長） 

 

総務班 

（総務課長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対策の指

示及び被災状況の取りまとめに関すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

５ 来庁者の避難誘導に関すること。 

６ 庁用自動車の移動に関すること。 

７ 重要書類、データの退避に関すること。 

環境保全班 

（環境保全課

長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 災害廃棄物の処理について住民への広報・

相談に関すること。 

３ 原子力災害発災時における緊急時モ

ニタリング活動に関すること。 

４ 大気中のアスベスト濃度の緊急モニ

タリングに関すること。 

５ 石綿露出状況等の緊急調査に関する

こと。 

廃棄物対策室 

（廃棄物対策室

長） 

 

減量班 

（減量課長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 廃棄物の区分・処理方法についての住民へ

の指導、相談に関すること。 

３ 指定管理者制度導入施設（リサイクルプラ

ザ）における施設利用者等の安全確保に関す

ること。 

収集衛生班 

（収集衛生課

長） 

１ 避難所及び一般家庭から排出される、ご

み・がれき等の収集及び運搬に関すること。 

２ ごみ・がれき等の臨時集積所の設置と管理

に関すること。 

３ 避難所の仮設トイレ及び一般家庭から排出
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されるし尿等の収集及び運搬に関すること。 

４ 防疫のための被災地域の消毒指導及び実施

に関すること。 

５ 支援業者への収集運搬委託事務に関するこ

と。 

廃棄物対策班 

（廃棄物対策

課長） 

１ 避難所及び一般家庭から排出される、ご

み・がれき等の処理に関すること。 

２ ごみ・がれき等の仮置場の設置と管理に関

すること。 

３ がれきの分別、処理に関すること。 

４ 避難所及び一般家庭から排出される、し尿

等の処理に関すること。 

５ 処理施設の点検、被災施設の復旧に関する

こと。 

６ 支援業者への処理委託業務に関すること。 

産業部 

（産業部

長） 

産業総室 

（産業総室長） 

総務班 

（総務課長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対策及び

被害状況の取りまとめに関すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

雇用創生班 

（雇用創生課

長） 

観光班への応援に関すること。 

観光商工室 

（観光商工室

長） 

観光班 

（観光課長） 

１ 帰宅困難者、滞留者の保護に関すること。 

２ 観光関係の被害調査及び応急対策に関する

こと。 

商工班 

（商工課長） 

１ 商工業関係の被害状況の調査及び応急対策

に関すること。 

２ 被害に伴う金融対策等の相談、指導に関す

ること。 

中心街再生担

当班 

（中心街再生

担当課長） 

部内各班への応援に関すること。 

農林振興室 

（農林振興室

長） 

農政班 

（農政課長） 

１ 農耕地の被害状況調査及び応急対策に関す

ること。 

２ 農業団体等との連絡調整に関すること。 

３ 気象情報等の収集・危険箇所の巡視、農

- 141 -



道、農業用施設等の被害状況調査及び応急工

事、復旧工事に関すること。 

４ 農業集落排水施設の被害状況調査及び復旧

工事に関すること。 

就農支援班 

（就農支援課

長） 

１ 農作物・園芸施設の被害状況調査及び応急

対策に関すること。 

２ 家畜の応急対策、応急救護及び防疫に関す

ること。 

３ 農業団体等との連絡調整に関すること。 

４ 園芸施設等の被災証明書の交付に関するこ

と。 

林政班 

（林政課長） 

森林、山崩れ等の被害状況の調査及び応急対策

に関すること。 

市場経営室 

（市場経営室

長） 

経営管理班 

（経営管理課

長） 

１ 市場の活動の調整及び連絡に関すること。 

２ 市場の庶務に関すること。 

３ 市場の管理に属する施設等への応急対策の

指示及び被害状況のとりまとめに関するこ

と。 

４ 市場流通機能の応急対策に関すること。 

５ 生鮮食料品の市民への供給措置及びその指

示に関すること。 

６ 場内各業者との情報収集伝達等に関するこ

と。 

農業委員会事務

局 

（農業委員会事

務局長） 

農業委員会事

務局班 

（農業委員会

事務局長） 

部内各班への応援に関すること。 

まちづくり

部 

（まちづく

り部長） 

リニア交通

政策監は、

まちづくり

部長を補佐

する。 

 

 

まちづくり総室 

（まちづくり総

室長 

総務班 

（総務課長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対策の指

示及び被災状況のとりまとめに関すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

住宅班 

（住宅課長） 

市営住宅の被害状況調査並びに応急対策に関す

ること。 

空き家対策班 

（空き家対策

課長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 危険な空家等の所有者への指導等に関する

こと。 

まち開発室 都市計画班 １ 区画整理区域内の応急対策に関すること。 
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 （まち開発室

長） 

（都市計画課

長） 

２ 被災宅地危険度判定に関すること。 

地域デザイン

担当課長班 

（地域デザイ

ン担当課長） 

部内各班への応援に関すること。 

産業立地班 

（産業立地課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

区画整理班 

（区画整理課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

まち整備室 

（まち整備室

長） 

都市整備班 

（都市整備課

長） 

１ 都市計画道路、橋梁等の被害状況調査に関

すること。 

２ 都市計画道路、橋梁等の応急修理に関する

こと。 

３ 警戒区域の状況の防災班への伝達に関する

こと。 

４ 交通規制への協力及び交通安全に関するこ

と。 

公園緑地班 

（公園緑地課

長） 

公園、動物園等施設の被害状況調査及び応急対

策に関すること。 

道路河川班 

（道路河川課

長） 

１ 河川及び道路の被害状況の収集、伝達及び

報告に関すること。 

２ 災害時に必要な機械器具、車両及び材料等

の調達並びに保管に関すること。 

３ 災害時の堆積土砂の搬出等の整理に関する

こと。 

４ 障害物の除去に関すること。 

５ 放置車両の移動に関すること。 

６ 道路の応急措置に関すること。 

７ 水門等の災害復旧工事に関すること。 

８ 災害による河川水路等の復旧工事に関する

こと。 

地籍調査班 

（地籍調査課

長） 

部内各班への応援に関すること。 
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施設整備室 

（施設整備室

長） 

建築指導班 

（建築指導課

長） 

１ 災害時の建築指導に関すること。 

２ 被災者に対する建築相談に関すること。 

３ 建築基準法（昭和25年法律第201号）の施

行に関する報告に基づき「災害時の報告」を

するための調査に関すること。 

４ 住宅金融支援機構の災害住宅貸付に伴う特

別な建築確認審査業務に関すること。 

５ 非常災害時における仮設建築物に対する制

限の緩和をする区域(建築基準法第85条)を指

定する業務に関すること。 

６ 被災建築物応急危険度判定に関すること。 

建築営繕班 

（建築営繕課

長） 

１ 緊急収容施設の建築に関すること。 

２ 応急仮設住宅の建築等に関すること。 

３ 応急修理資材の調達及び配給に関するこ

と。 

４ 被災した住宅の応急修理に関すること。 

５ 市有財産及び営造物の被害状況調査並びに

応急対策に関すること。 

公共施設保全

担当班 

（公共施設保

全担当課長） 

部内各班への応援に関すること。 

リニア交通室 

（リニア交通室

長） 

リニア政策班 

（リニア政策

課長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 交通関係機関との連絡調整に関すること。 

交通政策班 

(交通政策課

長) 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 交通関係機関との連絡調整に関すること。 

病院部 

（病院長 

の指名す 

る副院長） 

他の副院長

及び事務局

長は、部長

を補佐す

る。 

 

病院事務総室 

（病院事務総室

長） 

総務班 

（総務課長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への情報伝達及び

応急対策の指示に関すること。 

４ 職員の動員に関すること。 

経営企画班 

（経営企画班

長） 

医事班 

（医事課長） 

診療班 

（診療部長） 

１ 外来入院患者に対する応急対策の実施に関

すること。 

２ 医薬品その他衛生資材の確保に関するこ診療支援班 
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（診療支援部

長） 

と。 

３ 移動医療に関すること。 

４ その他医療全般に関すること。 

医療支援セン

ター班 

（医療支援セ

ンター長） 

医療班への応援に関すること。 

放射線班 

（放射線部

長） 

診療班及び診療支援班への応援に関すること。 

薬剤班 

（薬剤部長） 

看護班 

（看護部長） 

総合相談セン

ター班 

（総合相談セ

ンター長） 

医事班への応援に関すること。 

医療総合研修

センター班 

（医療総合研

修センター

長） 

診療班への応援に関すること。 

医療安全管理

班 

（医療安全管

理部長） 

経営改善対策

班 

（経営改善対

策部長） 

上下水道部 

（業務部

長） 

工務部長

は、業務部

長を補佐す

る。 

業務総室 

（業務総室長） 

総務班 

（総務課長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対策の指

示及び被災状況のとりまとめに関すること。 

４ 部に係る災害予算及び経理に関すること。 

５ 応急対策の計画推進に関すること。 

６ 上水道、下水道の被害状況の記録統計に関

経営企画班 

（経営企画課

長） 
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すること。 

７ 災害時に必要な機械器具、車両、材料等の

調達及び保管に関すること。 

８ 節水、断水及び給水の宣伝に関すること。 

９ 受援（部内）に関すること。 

１０ 避難誘導に関すること。 

工事検査班 

（工事検査課

長） 

契約管財室指導検査班の事務。 

営業管理室 

（営業管理室

長） 

営業班 

（営業課長） 

応急給水に関すること。 

 

給排水班 

（給排水課

長） 

工務総室 

（工務総室長） 

計画班 

（計画課長） 

総務班への応援に関すること。 

水道管理室 

（水道管理室長 

 

水保全班 

（水保全課

長） 

１ 飲料水の補給に関すること。 

２ 水源の確保に関すること。 

３ 送・配水施設の応急復旧に関すること。 

４ 各配水系統別の配水計画、配水弁等の調整

並びに各施設の連絡、統計及び報告に関する

こと。 

５ 取・導・浄水施設の応急復旧に関するこ

と。 

６ 水質の検査及び保持に関すること。 

７ 工事指定店の動員体制の確認に関するこ

と。 

８ 簡易水道施設等に関すること。 

水道班 

（水道課長） 

 

浄水班 

（浄水課長） 

下水道管理室

（下水道管理室

長） 

下水道班 

（下水道課

長） 

１ 処理施設の被害状況調査、応急措置及び修

繕に関すること。 

２ 下水道管きょの被害状況調査及び緊急措置

に関すること。 

３ 下水道施設の災害に伴う応急復旧に関する

こと。 

浄化センター

班 

（浄化センタ

ー課長） 

教育部 

（教育部

長） 

教育総室 

（教育総室長） 

総務班 

（総務課長） 

１ 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

２ 部内の庶務に関すること。 

３ 部の管理に属する施設等への応急対策の指
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示及び被災状況のとりまとめに関すること。 

４ 受援（部内）に関すること。 

学校教育班 

（学校教育課

長） 

１ 災害発生時における児童、生徒の避難及び

応急教育指導に関すること。 

・登校、下校に関すること。 

・緊急避難に関すること。 

・臨時休業に関すること。 

・各学校の被災状況及び被災児童、生徒の実

態調査に関すること。 

・授業再開までの諸調査に関すること。 

２ 教科書、教材文房具等の交付に関するこ

と。 

３ 保健衛生に関すること。 

４ 学校給食に関すること。 

学事班 

（学事課長） 

１ 学校教育班への応援に関すること。 

２ 各学校の被災状況及び被災児童、生徒の実

態調査に関すること。 

３ 保健衛生に関すること。 

４ 学校給食に関すること。 

教育施設班 

（教育施設課

長） 

１ 建設まちづくり部建築営繕班の事務。 

２ 各学校の被災状況及び被災児童、生徒の実

態調査に関すること。 

甲府商業高等

学校事務局班 

（甲府商業高

等学校事務

長） 

学校教育班への応援に関すること。 

 

甲府商科専門

学校事務局班 

（甲府商科専

門学校事務

長） 

 

生涯学習室 

（生涯学習室

長） 

生涯学習班 

（生涯学習課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

歴史文化財班 

（歴史文化財

課長） 

１ 文化財の被害状況の調査及び保全措置に関

すること。 

２ 文化施設の利用者の避難誘導に関するこ
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と。 

スポーツ班 

（スポーツ課

長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ スポーツ施設の利用者の避難誘導に関する

こと。 

図書館班 

（図書館長） 

１ 部内各班への応援に関すること。 

２ 図書館の利用者の避難誘導に関すること。 

消防部 

（甲府地区

広域行政事

務組合消防

長） 

広域行政事

務組合事務

局長は、消

防長を補佐

する。 

 総務班 

（総務課長） 

甲府地区広域行政事務組合消防計画による。 甲府市消

防団は、

消防部に

属する。 

警防班 

（警防課長） 

 

救急救助班 

（救急救助課

長） 

消防班 

（所轄署長） 

 

企画班 

（企画課長） 

人事班 

（人事課長） 

予防班 

（予防課長） 

指令班 

（指令課長） 
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任免辞令 
 

（市長事務部局） 

 

遠 藤 夏 美 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

市長直轄組織情報戦略室情報発信課主事を命ずる  

任期は令和４年１月２６日までとする  

 

猪 又 勇 一 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

総務部総務総室総務課主事 

週３１時間勤務を命ずる 

任期は令和３年３月３１日までとする 

 

清 水 健 二 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

総務部総務総室総務課主事 

週３１時間勤務を命ずる 

任期は令和３年３月３１日までとする  

 

 

守 屋   守 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

総務部行政管理室情報政策課係長を命ずる 

任期は令和４年３月３１日までとする  

 

古 屋 金 正 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

企画部企画経営室連携推進課係長を命ずる 

任期は令和５年３月３１日までとする  

 

松 木 伊 織 

清 水 晟 大 
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永 田 彩 華 

（各通） 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

市民部市民総室市民課主事を命ずる  

 

 

栗 原 未理亜 

上 野   隼 

（各通） 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

市民部市民総室国民健康保険課主事を命ずる  

 

雨 宮 嶺 人 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

市民部市民総室国民健康保険課主事を命ずる  

任期は令和２年１２月２５日までとする  

 

小 山 真 由 

角 田 健太郎 

（各通） 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

市民部課税管理室市民税課主事を命ずる  

 

野 沢 麻 衣 

藤 巻 裕 紀 

大須賀 仁 彦 

（各通） 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

市民部課税管理室資産税課主事を命ずる  

 

北 原 里 子 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

市民部収納管理室収納課主事を命ずる  

 

飯 野 愛 梨 
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事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

市民部収納管理室収納課主事を命ずる  

任期は令和４年５月３１日までとする  

 

樋 口 享 佑 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

市民部収納管理室滞納整理課主事を命ずる 

中 田 哲 生 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

福祉保健部健康長寿室地域保健課主事  

週３１時間勤務を命ずる 

任期は令和３年３月３１日までとする  

 

松 橋   淳 

事務職員に採用する 

社会福祉士を命ずる 

福祉保健部健康支援センター精神保健課主事を命ずる  

 

大 柴 弘 之 

技術職員に採用する 

保健師を命ずる 

福祉保健部健康支援センター医務感染症課技師を命ずる 

 

輿 石   望 

技術職員に採用する 

獣医師を命ずる 

福祉保健部健康支援センター生活衛生薬務課技師を命ずる  

 

遠 藤 愛 子 

山 形 佳 一 

（各通） 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

福祉保健部福祉支援室生活福祉課主事を命ずる  

 

依 田 綾 香 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

- 151 -



福祉保健部福祉支援室高齢者福祉課主事を命ずる  

 

荻 原 崇 史 

木之瀬 絢 香 

保 坂 直 希 

（各通） 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

福祉保健部福祉支援室介護保険課主事を命ずる 

 

窪 川 みかげ 

稻 葉 萌 絵 

宮 本 舞 花 

（各通） 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

福祉保健部福祉支援室障がい福祉課主事を命ずる 

 

佐々木 彩 華 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

子ども未来部子ども未来総室子育て支援課主事を命ずる  

 

井 坂 優 美 

事務職員に採用する 

社会福祉士を命ずる 

子ども未来部子ども未来総室子育て支援課主事を命ずる  

 

山 口 初乃香 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

子ども未来部子ども未来総室子育て支援課主事を命ずる  

任期は令和３年５月１４日までとする  

 

鷹 野   駿 

菊 嶋 桂 衣 

望 月 すみれ 

（各通） 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

子ども未来部子ども未来総室子ども保育課主事を命ずる  
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植 松   綾 

上 原 綾 夏 

（各通） 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

子ども未来部子ども未来総室子ども保育課主事  

週３１時間勤務を命ずる 

任期は令和５年３月３１日までとする  

 

神 田 綾 香 

事務職員に採用する 

保育士を命ずる 

子ども未来部子ども未来総室子ども保育課主事を命ずる  

 

上 田   彩 

技術職員に採用する 

保健師を命ずる 

子ども未来部子ども未来総室母子保健課技師を命ずる  

 

野呂瀬   仁 

技術職員に採用する 

農業職を命ずる 

産業部農林振興室農政課長を命ずる  

 

竹 井 泰 紀 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

産業部農林振興室就農支援課主事を命ずる 

任期は令和３年５月１３日までとする  

 

松 永 智 美 

技術職員に採用する 

林業職を命ずる 

産業部農林振興室林政課技師を命ずる  

 

加 藤 友 浩 

技術職員に採用する 

土木職を命ずる 

まちづくり部まち開発室都市計画課主任を命ずる  
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松 岡 優太朗 

加 藤 康志郎 

（各通） 

技術職員に採用する 

土木職を命ずる 

まちづくり部まち整備室都市整備課技師を命ずる 

 

小田切   理 

輿 石 萌 香 

（各通） 

技術職員に採用する 

土木職を命ずる 

まちづくり部まち整備室道路河川課技師を命ずる  

 

丸 山 隼 人 

技術職員に採用する 

電気職を命ずる 

まちづくり部施設整備室建築営繕課技師を命ずる 

若 菜 弘 幸 

技術職員に採用する 

医師を命ずる 

市立甲府病院診療部外科長を命ずる  

 

池 上 みのり 

技術職員に採用する 

医師を命ずる 

市立甲府病院診療部形成外科長を命ずる  

 

小田切 祐 一 

技術職員に採用する 

医師を命ずる 

市立甲府病院診療部小児科医師を命ずる  

 

大 越 広 貴 

技術職員に採用する 

医師を命ずる 

市立甲府病院診療部呼吸器内科医師を命ずる  

 

奥 脇 徹 也 

技術職員に採用する 

医師を命ずる 
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市立甲府病院診療部消化器内科医師を命ずる  

 

城 野 悠 志 

技術職員に採用する 

医師を命ずる 

市立甲府病院診療部放射線診断科医師を命ずる  

 

大 森 瑞 江 

技術職員に採用する 

医師を命ずる 

市立甲府病院診療部麻酔科医師を命ずる  

 

保 坂   岳 

技術職員に採用する 

作業療法士を命ずる 

市立甲府病院診療部技師を命ずる 

 

近 藤 美結希 

中 沢 征 秀 

馬 継 千 沙 

（各通） 

技術職員に採用する 

看護師を命ずる 

市立甲府病院看護部技師を命ずる  

 

平 田   遼 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

教育委員会に出向させる 

 

有 泉 敦 史 

技術職員に採用する 

電気職を命ずる 

甲府市上下水道局に出向させる  

 

以  上  発 令 日  令和 ２年 ４月 １日 

 

小 川   忍 

技術職員に採用する 

保健師を命ずる 

福祉保健部健康長寿室健康政策課主任を命ずる  
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任期は令和５年３月３１日までとする  

 

以  上  発 令 日  令和 ２年 ４月 ３日 

 

市民部     課税管理室    市民税課    主任  志 村 昭 文 

 

退職を承認する 

以  上  発 令 日  令和 ２年 ４月２７日 

 

子ども未来部  子ども未来総室  子ども保育課  係長  齊 藤 一 美 

市立甲府病院  看護部              主任  日 向 美 保 

市立甲府病院  看護部              技師  元 山 悠 子 

 

（各通） 

退職を承認する 

以  上  発 令 日  令和 ２年 ４月３０日 

 

（教育委員会） 

輿 石 智 也 

事務職員に採用する 

指導主事を命ずる 

教育部教育総室学校教育課課長補佐を命ずる  

 

以  上  発 令 日  令和 ２年 ４月 １日 
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